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はじめに
凶 
計(官公庁契約や物品管理を含む〉の領域では、これまで適法性ないし正確
性からの統制に重点が置かれてきたために、効率性については必ずしも
凶 
説
一 一 郎
一一実定法分析を中心とした覚書き一一
行政に関しては、従来、その効率性に対する関心が乏しく、特に公会
十分な配憲がなされてこなかったといえる。ところが、環代行政のもと
では、効率性を重視した運居や制度設計を困ることが求められており、 
2003 (平成15)年 7丹から推進されている電子政府構築計画においても、
その趣旨が含意されている(九
そこで以下では、千子政における効率性の意義について、公会計におけ
る効率性の諸問題を中心に、法的な観点から若干の整理を試みることに
したい。もとよ乃断片的な作業であり、文字どおり筆者の覚書きにとど
まるものであるが、現行法における効率性の意義を解釈論的な見地から
明らかにするとともに、立法論的な方向性を示すことを自的としている。
分野胎な観点からすると、本積は、広い意味での〈公会計 (comptabili昆 
publique)}(Z)に関する実定法令を主たる考察の対象とするものである
が、地方自治法等の総則規定の意義の況か、行致契約や公物法の基本原 
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理にも関係している。オー 1)ウの言葉を告ちれば、本稿の考察対象は、
公権力的な行政作用の〈裏地(doublure))<3)をなす領域であり、行政法
総論に達動しているのである。同時に本積は、効率的な行政管理のあち
方を考察するという意味で、現代的なガパナンス研究の一環としても位
置づけられる{九
叙述の}I買序としては、はじめに効率性に関する実定法の規定を概観し
たうえで(1 .)、それらの意義について検許を行うことにしたい(2 . ) 0
1.効率性に関連する現行法の諸規定
現行法においても、効率性ないし成果主義(結果重視の行政)の趣旨を
含んだ規定が散見される。以下に、おもな規定を掲げておく(ヘ。封致運営に関する稔馬的な規定がある まず国の財産管理に関すG
る基本規定である財政法 2条 2項は、[国の財産は良好の状態において
これを菅理し、その所有の目的にJoじて、最も効率的に、これを運吊し
なければならないjと定めている。地方公共団体の財産に関する地方財
政法 8条も、;まぼ同様の規定である。また、物品管理法では、財致法号
条 2項をうけて、「物品の適正かっ効率的な侯用その也良好な管理を困
ることjが目的とされている( 1条)。さらに、医存財産法においても、
平成18年改互によって、国有財産の管理・処分についてこの種の規定が
)。5追加されたは条の 
なお、国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法は、昭和32年の制
定当初から「国有貯産の適正かっ効率的な活用jを目的として掲げてお
り(1条)、平成18年改正により、「財務大臣は、庁舎等の適正かっ効率
的な使用を国るため必要があると認めるときは、各省各庁の長に対し、
その所管に属する第 2条第 2項第 2号に掲げる庁舎等(国の事務若しくは
事業又は企業の展に棋するために国が錆り受けている建物及びその階帯施設
並びにこれらの敷地(=筆者注J)について、その状況に関する資料若しく
は報告を求め、又は部下の職員に実地監査を行わせることができるjと
いう規定が加えられた(3条の 2)0 
② 地方公共団体のレベルでは、地方自治法上、事務処理にあたって 
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最少の経費で最大の効果をあげることが求められており (2条14項入効
率性および能率性に関する規定であると解されているへまた、組織運
営の合理化に努めるべきことも規定されている(馬条15項〉。地方財政法 
4条 1項においては、「地方公共自体の経費は、その巨的を達成するた
めの必要且つ最少の誤震をこえて、これを支出してはならなしい瓦リ」と規定
されている〈的の}7
飽方、独立行政法人等に対しでも、事務・事業が適性かつ効率性にな
されることが求められている(独立行政法人通則法 3条1項、国立大学法人
法30条2項2号・ 31条2項2号、地方独立行政法人法 3条1項)。国の企業
特跨会言?の改革等に関する法律においても、ほほ同様である(たとえば
富有林野事業の改革のための特朋措置法 2条)。この況か、地方公営企業に
ついても、その経営に関して経済性が求められている(地方公営全業法 3
条)0 
③ 会計検査読による会計検査の観点として、平成 9年の会計検査説
法の改正により、正確性・合規性とともに経済性・効率性・有効性が掲
げられるようになり (20条3項入会計検査に致策評価的な要素が伴われ
うることが明文上確認された叱弛方、行設機関が行う政策評錨に関し
ては、 行政機関が行う政策の評舗に関する法律(いわゆる致策評価法)が、
その目的として、「効率的かっ効果的な行政の誰進jをあげている(1条〉。 
③ 電子政府講想、に関連する、近時の一連の法令おいても、効率性に
言及されている。すなわち、平成12年に成立した、高度情報通信ネット
ワーク社会形成基本法(いわゆるIT基本法)は、冨や地方公共団体の賓務
として、「高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策の策定に
当たっては、国民の利便性の向上を図るとともに、千子政運営の簡素化、
効率化及び透明性の向上に資するため、国及び地方公共団体の事務にお
けるインターネットその他の高度情報通信ネットワークの科展の拡大等
行政の情報化を積謹的に誰進するために必要な措量が講じられなければ
ならないJと規定して、行政運営の簡素化・効率化を掲げており (20条)、
前述の電子致宥構築計画の榎拠になっている。このほかの関係法令とし
て、たとえば、平成14年に成立した、電子署名に孫る地方公共団体の認
証業務に関する法律においても、行政運営の簡素化・効率化が目的のひ 
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とつとされておち(1条入近時のIT1とや電子政府に関する法令等では、
ほとんどの場合、この種の文言が盛り込まれている。 
① 最近の行政改革関連の諸法律においても、効率性が明記されてい
る。たとえば、平成18年に成立した、簡素で効率的な政宥を実現するた
めの行政改革の推進に関する法律(以下、行政改革法という)の自的規定
において、効率化の文言が明記されており(1条入陪法が掲げる種々の
制度改革の究極的な邑標とされているc
また、同年に成立した、競争の導入による公共サービスの改革に関す
る法律〈いわゆる甫場化テスト法〉においては、効率性の文言は明記され
ていないが、その目的規定において「公共サービスの質の維持向上及び
経費の削減を図る改革」を実施することが掲げられており、実質的には
効率性と関義であると解されるヘしかも、同法の成立にあたつては、
規制改草.民間関放推進会議が平成1刀 訂 日4小、さく7年 9丹278に公表した r
て効率的な致清iの実現に向けて」が亘接の根拠となつてお旬札、向報告
書では「公共サ一ピス効率化法(仮称)リJと記されていた (10似 
e 椙別の行政分野においても、効率性の文言が散見されるO その異
型的な領域は、国土交通行政に関する諸法律であるが、そのうち最も基
本的な法律のひとつである社会資本整錆重点計画法は、その目的規定に
おいて、 fこの法律は、社会資本整備事業を重点的、効果的かっ効率的
に推進するため、社会資本整信重点計画の策定等の措置を講ずることに
より、交通の安全の確保とその円靖化、経済基盤の強化、生活環境の保
全、都甫環境の改善及び国土の保全と開発を図り、もって国民経済の健
全な発震及び国民生活の安定と向上に寄与することを目的とするjと定
めており、その他の規定においても類似の文言がみられるは条 1項・ 3
項、 4 条 3 項 2 号~4 号など)。また、都市計画法においても、都子宮計画
基準に関して、効率的な公共投資の要件などの用語例がみられる (13条 
1項2号、 33条1項2号、 34条6号)。 
⑦ 判例においては、梧別法の条文上、熱率ないし効率性という文言
が明記されている場合以外にも、裁判所が立法趣旨ないし制震趣雪とし
て効率性に言及することがある〈補論I-A参照〉。また、立法の文言や趣
旨とは無関係に、いわば一般原理として効率性を揚げ、解釈論の理由づ 
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けに用いる椀もある(同じく I-B参照)。 
③ 公務員法制においては、公務ないし行政の能率的な運営を保聾す
ることが、目的のひとつとして掲げられている(国家公務員法 1条1項、
地方公務員法 1条1項〉。 
③ 以上は法律のレベルの問題であり、憲法レベルでは、必ずしも学
説上の見解の一致がみられるわけではないが、憲法的条後段の解釈を通
じて、財政の効率性の趣旨を読み取ることが可詫である。すなわち、憲
法的条後段の趣旨については、私的団体の自主性を尊重するという伝統
的見解と、公金濫用訪止にあるとする見解の対立を軸として、学説が多
岐に分かれている。後説〈公金重男防止説)に対しては、財政一般に当て
はまるにもかかわらず¥宗教団体等への援助を禁止した普段との繋がり
が説明できないと批判されるが、憲法制定過程における政府委員の説明
では、 89条の前段と後設を断絶させて、後設については公金藍用除止の
趣言である冒が述べられている。また前説(自主性確保説)は、同条の「公
の支配Jの概念が希薄化しているという現状においては積極的な意義を
見出しにくい。そうであるとすれば、公金遊君訪止説を採ることは十分
に可能であるといえよう ω。
いずれの説を採るにしても、憲法的条が公金量用防止の趣旨を合意し
ていること岳体は否定されないはずで、あるから、むしろ成果主義(行設
の経常性・効率性・有効性など)の根拠規定として活用させるために、公
金j監用防止の考え方を拡張して、同条に〈公的財産の保護〉の趣旨を認
めるべきであると思われる。かかる理解によると、討政法 9条 2項や地
方財政法 8条なども、憲法的条を具体化した規定と解されることにな
る。 
2.効率性に関する実定法の意義
さきに掲げた諸規定を積極的に活用することは効率的な行政〈ないし
成果主義的な行政)に資するはずであり、解釈論を通じて規範として充実
させていくことが求められる。結論を先取りすれば、筆者は、このうち
①の諸農定(とりわけ財致法や物品管理法の諸規定)が国の行政全般に妥当 
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しており、効率性の法規範性を認めるうえで、中核的な存在になると考
えている。
そこで以下では、これらの規定をもとに効率性を推進するにあたって
考憲されるべき、基本的な論点、ないし問題点を掲げ、あわせて立法論的
な方向性にも言及することにしよう。もとより鶏羅的な考察ではなく、
基本的には国の場合を念頭において、物品管理と支出会計手続・契約手
続を中心に述べることにしたいc 
(1) 公金管理と黙産管理等の連続性
①財政法 9条の趣言 葉す致法 9条 2項は、その文言上は、国の
〈財産〉の管理・運用に関して効率性を求めているにとどまっている。
そのため、従来の解釈においては、財政法 9条のいう「財産Jには金銭
は含まれないとされてきたω。
しかし、効率性の判断に捺しては、当該財産の使用形態等のみなら
ず、公金支出(財産の取得・維持管理のための支出など)との関係での効率
性、さらには当該財産のライフサイクルマネジメントの観点からの効率
性が考恵されるべきである。その観点からすると、予算会計を所管する
財務大臣が国有財産・物品の管理を捻轄ないし総括すること(国有財産
法7条、物品管理法12条)や、各省大臣がその所掌する奴入・支出のほか
国有財産や物品の原期的な管理者とされていること(会計法4条・ 11条、
国宥財産法 5条、物品管理法 7条など)に合理性が見出せるのであり、現
行法の理解としても、かかる総轄規定等を介して公金管理と財産管理の
連続性を認識することが可龍である(凶。
従来の解釈論においては、財政法 9条の趣旨を財産のみに摂定する根
拠として、「冨の財産jという文言が用いられていることのほか、金銭
に関しては予算による統制があることがあげられている。たしかに同条 
1項を含めた文言の直接的な意義としては、かかる解釈が妥当しょう
が、理論的には、上述のように同条 2項の趣旨を宗く読み取ることは可
能であり、しかもこうした理解辻、く良好な管理〉という概念を介して 
(2)および(3)①参照)、明治22年以来の沿革や関係法令の解釈などから根
拠づけられると思われる江九また、国有財産や物品管理、債権管理につ 
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いても、それぞれ増減及び、現在額総計算書などを毎年国会に報告するこ
ととされているのであるから(国有信産法34条、物品管理法38条、匿の積権
の管理等iこ関する法律40条)、金銭に関する予算統制とのあいだに実費的
な相違lまないというべきである(時。
しかも、複式簿記的な理念を投影させるならば、両者の梧違はいっそ
う棺対化する。今日では、国においても複式簿記の財務諸表が導入され
つつあり(行政改革法的条 2項参照)、現金会計と財産管理を連動させる
ことが求められている。この結果、両者を包含した意味での〈公会計〉
の概念が重要な意味をもつようになっている (1九また、いわゆるPFI法
(民間資本等の活用による公共施設等の整端等の促進に慢する法律)において
は、効率的・効果的な社会資本の整備が目的としてうたわれており(1 
条)、そこでは、公金支出のみならず、公共備の財産取得の可能性を含
めた意味での効率性が追求されなければならない、という趣旨が読み取
れる。
したがって、財政法 9条 2項は、財産管理だけでなく金銭管理を含め
て、財政全般に効率性が求められるという一般原理を確認した規定と解
すべきである。同議に、物品管理法 1条の目的規定も、財政に関する普
遍的な原理を確認した規定であると解するのが適当で、ある。かかる効率
性の趣旨守主、財政法をうけて鰐定された思有討産法・会計法を iまじめと
した諸法律においても、基本的な原理として採用されていると考えられ
る(2.(2)および(討を参照)。さらに、かかる理解を前提とすれば、国の
財産の譲渡等を制限している財政法 9条 1項についても、憲法的条をう
けて、公共性のない事業に対する補助金等の交付を禁ずる趣旨などを含
み、公金管理に関する準期としての意義をも有すると解される。その意
味で、国の財政に関しても、地方財政における地方自治法232条の 2と
同じ規範(いわゆる公益涼周)が導き出せる。総じて、財政法 9条は、討
政全般に関する基本原則を示しているといえる(お)。
②効率性に対する視点 さらに今日では、従来の組織到ないし性
箕裂の予算に代えて、政策期予算の導入が進んでいる。諸外国において
は既に致策別予算が導入された椀がみられ側、わが国でも平成20年度予
算からの導入を目指して、財務省主計渇のもとで準備作業がなされてい 
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る。政策興予算においては、政策の総体に対するコストの観点から政策
実現の成果が評価されることになる(制。その場合に考慮されるコストと
しては、施設や物品にかかる発生主義的なコスト(減価償却費など〉のほ
か、資本コスト(庁舎占有等による機会費用など〉にも拡張される可能性
がある(刻。他方で、政策や事業の評価としては、理念的には行政サービ
スそのものに対する便益が対象とされるべきことになろう。かかる方向
性が認められるならば、契約等の個別的行為に着自した、いわばミクロ
的な効率性だけでなく、致策や事業の総体についてマクヨ的な効率性が
考憲されざるをえない。言い換えれば、〈行致事務の効率性〉が一般的
に求められるわけである。財致法き条等の諸規定も、こうした方向性を
含意していると考えられる。かかる理解は、現代的な問題状況に思らし
た目的論的解釈のlまか、明治22年会計法の母法たるフランス法、および
その後のわが国の財政関係法令において、普遍的かっ横断的にく良好な
管理〉の趣旨が読み取れることからも、肯定できるのではないかと患わ
れる。
③人的管理における効率性 かかるマクロ的な効率笠の要素とし
ては、少なくとも理念的には、公務員管理等の人的要素も含められる。
もともと行政活動の手段としては、企業活動の場合と同じく、〈ヒトト
〈モノト〈カネ〉が要素となる。①に述べたのは、このうち後二者の連
続性であるが、〈とトトすなわち公務員管理等との関係においても、相
互の連続性が強調されるべきである。今日の行政実務においても、予算
査定に並行して定員査定がなされているが、企業会計的財務諸表におい
ては、発生主義的な人的コストが計上されているところであ号、これを
もとにしたフルコストの認識が課題とされる。さらに具体的な方策とし
て、人件費出減に向けて、予算上のインセンティブを討与することなど
が求められる(却。クレジットカードの導入による人件費削減の効果も、
こうしたマクロ的な効率性の一環として位置づけることができょう。
理論的には、これらに対して、財政法 9条の理念を具体化する措置と
しての位置づけを与える余地もあると思われる。かかる理解が成り立ち
うるとすれば、行政改革法が訟人件費改革として公務員改革のあり方を
規乏しているのも (42条以下)、環代の問題状況に鑑みて、財政法 9条の 
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理念を誰進させる趣旨であると解されることになろう。少なくとも、人
的管理における効率性が公務員法髄における詑率性の延長に{立置づけら
れることは、否定しえないところであると思われる倒。 
(2) 物品管理における効率性
物品管理法に関する財務省関係者の解説書においては、同法 1条の文
言をもとに、 f効率的供用中心主義jの原期が揚げられている。そこで
は、もっぱら物品の〈使用〉および〈処分〉の効率性が念頭におかれて
いるようにみえる倒。しかし、前述のように、物品管理を含めた財産管
理に担いて辻、財産の取得、管理(供用)、処分(売却等)という一連の過
程全体をみた効率性を考慮する必要がある。また、物品管理法において
も、物品管理官が物品の侯用・処分との関係から、契約等担当職員に対
して物品或得のために必要な措震を請求できるとしており (19条)、また
同法 1条の趣旨からして、契約等担当職員は物品供用の効率性に適合す
るような形で、一定の措置を取ることが求められる。したがって、たと
えば、購入する物品を迅速に供用に移すことも、同法の予定する効率性
に含まれると解されるから、こうした使罵・処分の観点、からの効率性確
保が、契約等担当職員の一般的な義務として認められると患われる〈針。
先に述べた財設全体の効率性の観点からすれば、より一般的に、物品
の購入手続を含めて、物品管理の総枠に対する効率性の提点が重視され
るべきであり、概念的にも物品の出納と管理処分は、広義のく会計〉の
概念のもとで相対化される必要がある制。しかも、同法 1条には「物品
の適正かつ効率的な供用jにつづいて「良好な管理」という文言が置か
れており、そこに財政法 9条やフランス会計法との連続性加が認められ
ることに鑑みると、同条から物品取得等に捺しての鶏率性を読み取るこ
とは可能である。したがって、物品管理法の現代的な趣旨解釈として、
このように拡大された意味での効率性を導き出すことは、論理的に不可
能でないと思われる制。
もっとも、物品管理は、公金管理や国有財産の管理とは異なり、おも
に融通性の高い動産を対象とすることから、かかる物品管理に関しての
み、その目的規定に効率性を揚げることには合理性があるという晃方も 
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あちえようし(脱、こうした理解からすれば、同法 1条の射程を限定的に
捉える見方にも合理性が出てくることになろう。しかし、たとえば国右
財産法においても、たとえば「国右民主産の管理及び姐分の適正jという
文言(10条1項)や、管理の「良好Jさという表現(22条3項)は、財政法 
9条 2項の趣旨に基づいて効率性の考慮を確認的に求めたものであり、
国有財産の管理全殻に妥当する考恵要素を示したものと解される(刻。ま
た、普通財産の管理委託に関して、国有財産特別措置法10条が財産の
「有効利用Jを図るために必要がある場合という要件を付しているのも、
同じ趣旨であると考えられる。これらの要請は、今日の公金管理(予算
覇或等)において、政策評値に基づいた効率性・有効性等が求められて
いることと原理的には共通してお号、財政全般におけるガパナンスの基
本的な要素であるといえよう。 
{3) 会計法における効率性
①会計法の基本原期としての効率性 一般に、会計法における基
本原則としては、統制の原則、正確厳正の原期、公正の京刻の 3つが掲
げられており(回、効率牲に関する言及は見られない。しかし、先述のよ
うに、財政法は公金管理と財産管理を通じて効率性を要請していると解
するならば、財政法に基づいて制定された会計法においても、効率性の
京理が当然に投影されていると解される。わが国の会計法〈現行の財政法
を含む)の母法である、フランスの1862年 5月31司政令の前文において
も、公金の「良好な使舟(bon emploi)Jの文言が掲げられていたのであ
り、かかる沿革的な趣旨を否定する理由は乏しいように思われる。ま
た、あとにみるように、会計法のうち第 4章「契約jに関しては、実務
上も経済性の原則が承認されているのであるから(2. (4)①参照)、会計
法全体の一般原理としてこれを承認することに障害はないと患われる。
さらに、昭和40年代以降、会計事務の簡素化のための通達等が相次いで
出されているが(昭和43・10・21戴計2413号、昭和46・11・26蔵計3568号な
ど〉、これらの理論的な根拠としても効率性の京則を認めるべきである
と思われる悩。
②支出会計手続における権謀の分散化 支出会計手続上の権限に 
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ついては、従来は各省の大臣官房に集中されてきたが、手続全般の効率
性を確保するためには、これを省内の諸部局に分散させることが望まし
いところであり、官房機能の全般的な見直しを含めた改善が求められ
る。クレジットカードにおいて、分{壬支出負担担当官(会言法13条 3項〉
や代行機関(同法46条の 3)の軒更を用いることも、その一方法といえ
る〈説。
こうした支出会計手続における権按分散辻、予算執行の柔軟化と並行
してなされるのが好ましい。今後導入される政策関予算においては、単
に予算単位を従来の組織等の単位から政策単位に変更するにとどまら
ず、予算執行における裁量性を高める方向性での改革(予算科巨である款
項吾の概括化など)が求められるところであり、実際にフランスではその
ような方針が採られている(却。これによって、クレジットカードの決済
手続にかかる事務負担も軽減されるであろう。
その一方で、大臣を中心とした政治的責任を担保するという観点、な
いし会計機関の統一性の観点(掛からすると、分散化に対しては一定の課
度があるべきであろう(極端にいえば、すべての公務員を分笹支出負担担当
官に在命して、クレジットカードを所有させることは、理論的には可能であ
るが、一定の権限集中を求めた会計法の趣Eぎからして否定されるべきであろ
う)。この観点からすると、かりにカード所持者を分任支出負担行為担
当官等として任命するにしても、各省大臣(実際には、その本来的な受任
者である官房会計課長〉に広範な指揮監督権が認められることを前提とし
たうえで側、パソコン画面上のモニタリングなどを通じて髄時の監視を
行うことが不可欠となろう。
一般論としていえば、政治的統制の原理が弱められると、公務員の個
人責任が重視される必要がある。そのための基本的な制度は、現行法
上、一般的に採用されているが(予算執行職員の責任等に関する法律など〉、
クレジットカードのような弾力的な措置に対しては、予防的な措量とし
て、一定の金額的な制限が課せられるのが好ましいといえる。
さらに、上記のような権限分散とあわせて、契約等の効率性を評鍾す
るために、支出負担行為認証官の制度(同法13条の 3)を活用することも
存益であると思われる。もっとも、個別の支出負担行為について認証を 
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行うのは効率性を害するから、近時のフランスの法改正にみるように、
包括的な認証にするのが好ましい (2005年 1丹27日政令2005-54号参照)刷。
いずれにしても、一般論としていえば、効率性を理由として本来的な制
度運用を穆正する以上は、効率性に対する担保措置を講ずることが求め
られるであろう問。
③支出会計手続の簡略化 現行の支出会計手続の問題点として
は、さまざまなものがあるが、支出負担行為の登記と支出決定が一対ー
に対忌していることから、それぞれの支出負担行為ごとに決済がなされ
る必要があり、かかる原期を前提にすると支出決定等に捺しての事務的
負担が軽減されにくい。現行法令に即していえば、支出負担行為等の手
続における「遅滞なく」ないし「その都度Jという文言(予算決算及び会
計令〔以下、予決令という)39条の 4第 1項、支出負担行為等取扱規則19条
など)が、効率性を妨げているように患われる。しかし、これらの文言
〈特に義者〉は、効率牲を高める方向で解釈される余地がある。また、か
りに分任支出負担行為担当官を任用すれば一括した処理ができるのであ
るから、通常の会計手続において留期的娃理を強髄する意義は乏しい。
少なくとも、フランス法に示されているようなく実質的な同一性〉を存
する範囲 (2. (4)③参照)では、一括した処理を認める余地があるように
思われる。
④予算執行職員の責笹昔日度の改善 今日の会計法の運用において
は、先にみた正確・厳正の原則から、いっさいの違法な支出等を排除す
るために、厳格な事前統制がなされている。さらに、違法な支出等が生
じた場合には、予算執行職員等の責任に関する法律などによって、原因
となる行為を行った公務員等に対して損害賠償が課される在組みとなっ
ている c
しかし、効率性ないし成果を重視した考え方のもとで辻、事前統制に
代えて事後統制を重視するという方向性も考えられるところである。ま
た、事後的な個人責任については、成果に対する責任を重視する反面
で、適法性の統制を後退させることもありえよう制。フランスの出締官
吏〈会計官〉のように、個人的な賠償責任を保険によって制度的に保護す
るのも、一方法である。その反面で、信人責任との関係に誤らして、柔 
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軟な支出が認められる範囲(分任支出負担行為担当官に対する示達額の水準
など)を適切に設定することが求められるであろう。 
⑤ 出納整理期間の問題 現行の現金主義的会計のもとでは、会計
年度の終了後に出納整理期間が設けられてお号、歳出については 4丹30 
Eまでの支出が求められている(予決令4条)。この点は、フランスでも
同様であるが、近時の2001年 8月 18組織法律(2001-692号〉に基づく予
算会計改革によって、出納整理期間が30日から20日に短結されている 
(28条2項参照)。わが国でも、会計処理の効率化が進めば、出納整理期
間を短縮する方向が採買されることになろう。
位方で、フランスでは、年度末ないし年震初めの会計処理を合理化す
るために、年度末における支出負担行為に時間的な限定を付すととも
に、翌年度予算に基づいて支出負担行為の前到しをすることが許容され
ている。すなわち、 1986年 3月148政令(86-451号)5条は、「人件費以
外の通常支出紅毛penses ordinaires)に関する支出負担行為は、緊急の場
合を除くほか、京期として11丹30日までに行わなければならない」と規
定している(謝。また、司致令8条は、 111月1日以降、当該年震の予算
許容費の 4分の 1を思度として、人件費以外の通常支出に関する支出負
担行為を、翌年度の予算許容費に依拠して行うことができる。ただし、
当該支出負担行為に捺して、役務の執行は翌年震の 1丹1日以降である
ことが明記されるjと定めている倒。
これらの問題は、 E本の実定法上は過年度支出〈会計法27条)などに
よって対応できるものもあるが、会計年度調の事務処理を容易にするた
めに、いっそう柔軟な都度にするための改善が求められる。特にクレ
ジットカードを使用する場合のように、カード会社を介するために時間
的な猶予が求められる場面では、少なからぬ意義があると患われる。 
(4) 官公庁契約における効率性
①官公庁契約における効率性の意義 会計法の規律する事項のう
ち、官公庁契約制震の基本理念としては、公正性、正確・厳正性ととも
に、〈経済性〉が掲げられている。このうち経済性を掲げる意義につい
ては、「収入の原因となる契約にあっては歳入の適正な確保を図り、ま 
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た支出の京国となる契約にあっては歳出予算を最も効率的に使用すると
いう、経済性の確保に努めなければならないjと記されている。このよ
うな理念から、公正性・経済性を確保するための契約桔手方の選定方法
を中心に法制度が設計され、一般競争入札が原則であるとする京理が導
かれるとされる制。しかし、現代的な視点からすれば、契約価務に着目
したミクロの経済性だけでなく、手続の合理化等によるマクロの経済性
ないし効率性をも観念しうるであろう(2. (1)①参照)。 弛の法令の用語
法としても、たとえば政府契約の支払遅延訪止等に関する法律 1条にい
う「国の会計経理事務処理の能率化jの推進という目的は、少なくとも
理念的には、かかるマクロな効率性を意味していると解することが可能
である。
@契約締結方式の緩和 近詩のわが国では、談合・贈収賄等の不
祥事が相次いだことへの対策として、一般競争入札の原期を拡張的に適
用するという方向性が示されている。フランスでも、 1990年代には、政
治的薦敗防止の観点から、類載の動きが見られたところである。ところ
が2000年代の同国では、その反動ともいうべき現象が生じている。すな
わち、成果主義的な動向に対応して、効率性の確保に向けた契約制度の
改革がなされており、官公苛契約法典 (Codedes marches pu凶 cs)の相次
ぐ改正によって、入札によらない契約締結方法を用いることができる範
囲が拡大している。その一方で、わが自にいう公募プロポーザル方式を
含めて、荷らかの公開性・競争性が求められるという一殻原則が確立し
ているが、近時ではその例外として、 4，000ユーロ (60万円程度)以下の
少額契約については原則として公爵(公示・公表等)を要しない、という
規定が挿入されている凶。そこでわが国でも、官公庁契約における実質
的な透暁性や競争性を確保しつつ側、長期的な観点から契約の効率性を
追求することが求められるであろう。
なお、契約締轄権限の分散化に関しては、支出会計手続について述べ
たところが、ほぼそのまま妥当すると思われる (2.(3)②参照〉。
。少額契約に関する法的規律 そもそもわが国では、官庁契約に
関するミクロの経済性のみが重視されてきたために、法制度上は、一般
競争入札の原則が掲げられ、例外的な少額契約ないし随意契約に関する 
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規律が乏しいという現実がある。そこで今後辻、少額契約について、マ
クロ的な効率笠の観点から、必要に応じて柔軟な規律を設定することが
求められ、クレジットカードに関する規律もここに含まれうるであろ 
~ (.必}
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さらに、同じくマクロ的な効率性を確保するために、〈包括的なアウ
トソーシング契約〉の導入が検討に値しよう。すでに採用されている 
PFI契約の制度は、かかる包括契約 (contrats globaux)の一種と解される
が樹、この種の考え方を官公庁契約全殺に拡張し、細分化した少額契約
を一体化させることが課題となる。現行法の解釈としては、支出負担行
為の整理区分をした趣雪に反するおそれがあるが、単鍾契約や概算契約
の根拠規定を類推する余地があるように思われる制。
なお、少額契約における随意契約の許容要件について、わが国では、
一契約ごとの契約価諮が京則的な基準とされている(予決令的条参照)。
もっとも、限度額におさまらない契約を意国的に分割することは違法で
あると解されているが閥、かかる総体的な評留辻あくまでも例外的であ
る。これに対してフランスでは、「その替性ないし機能的単笠からして、
同一性を存すると認められる縞品または役務の総額jを基準として、契
約締結方式の振分けがなされている(官公庁契約法典27条I第 2号)。契約
の効率性について、政策や事業との関係での総体的な効率性(政策実現
にとっての便益等)を重視するならば、わが国でも実質的基準の採用が求
められるところである切九これは、クレジットカードの許容範囲を考
えるうえでも、ひとつの論点になると思われる。
おわりに
以上の考察によって、現行法のもとでは行設の効率性に関する実定法
規定が少なからず存在しており、それらを解釈によって拡張ないし実費
化する可能性があることが示されたと思われる。もとより、これらは筆
者の試議にとどまるものであるが、いずれにしても、財政法 9条 2項を
はじめとした諸規定(特にし①に掲げたもの)の意義を明らかにしたう
えで、解釈論や立法論を展開することが求められる。樟論で述べるとこ 
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ろとあわせて、本稿の暫定的な結論をまとめれば、以下のとおりである。 
① 封致法 9条2項等は、期産管理だけでなく金銭管理を含めて、財
政全般に効率性が求められるという一般原理を確認した規定と解すべき
である制。かかる意味での効率性が、会計検査院法20条3項等の諸規定
によって担保される。さらに、こうした広範な視点から効率性の諸開題
を位量づけるためにも、広義の〈公会計〉の概念が重要になり、いわば
く公会計法総論〉の一環として効率性の意義を探求することが、財政法
学の課題とされる必要がある。 
② 効率性の意義としては、契約等の留民的行為に着昌した、いわば
ミクロ的な効率性だけでなく、政策や事業の総体についてマクロ的な効
率性、ないしは行政事務全般の効率性が観念され、財致法 9条 2項等の
諸規定も、こうした効率性を含意していると考えられる。つまり、封政
法 9条などの諸規定は、一見すると粛設に関する技術的規範であるよう
にみえるが、このような効率性の理解を前提にすれば、行致事務全般に
妥当する規範としての意義をもつことになる。 
@ 酉の行政については、地方行政に関する一般的規定である地方自
治法2条14項や地方財政法4項 1項のような一般的な規定は存在しない
が、財政法 2条 2項等の規定の解釈を通じて、実糞告さに同じ趣旨の規範
が導き出せる。 
示規定としての性格を有するに1項等辻言2条9一般には、財政法② 
とどまるといわれることが多いが側、同様の趣旨を合意する地方自治法 
2条14項や地方度政法4条 1項.8条に関する裁判例からしても、一定
の規範的意義が認められうる(補論E参頭)。 
① 行政法的な観点からすると、効率性の原期はく法の一般原期〉と
して認められる余地がある。こうした考え方は、一部の裁判例iにも見出
される(議論I-B参燕〉。その場合には、適法性や適正さを担保するため
の諸原則〈適正手続の原賠など)と効率性の原理をいかに調和させるかが
課題となる。さらに、同じく裁判例の動向からすると、効率性の原則に
外部効果〈効率性に反した契約等を無効にする効果〉が認められる場合もあ
ると解される(補論理参照)0 
⑤ 実捺的な見地からすると、行致事務のマクロ的な効率性を確保す 
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るためには、権謀配分のあり方(とりわけ官房機能のあり方〉を再検討する
必要がある制。特に、クレジットカードの利用対象となるような少額契
約について、柔軟な規範を設定することが求められるところであり、こ
のことは近時の予算改革の趣旨にも合致する。
補論効率性に関する判例の概観
[縮E次〕 
1.法令の明文以外から効率性を導く判剖 
A.条文外の立法通量として効率性を掲げる例 
(a) 単に法律の説明として効率性の立法趣旨を掲げる倒 
(b) 違憲審査の理由づけにおいて効率性の立法趣旨を用いる例 
(c) 違憲審査以外の解釈論において効率性の立法趣旨を用いる例 
B.一般原理として効率性を掲げて解釈論を導く例 
I.地方自治法等の総則的規定に掲げられる効率性に関する暫例 
A.地方自治法2条14項に関する裁判例

同地方自治法2条14項を諒i示規定として性格づける傍

{的地方自治法2条14項の具体的規範性を認める倒
 
B.地方財政法4条1項に関する裁判例 
C.地方財政法8条に関する裁判例
IlI.判例の稔括
最高裁の判到ないし下級審の裁判例においては、短期法の条文上、効
率ないし効率性という文言が明記されている場合弘外にも、裁判所が立
法趣旨などを通じて効率性を導く例がある(1 ) 他方、効率性や経済性0
に関する地方自治法 2条14項や地方財政法4条 1項・ 8条については、
とりわけ住民訴訟において、財務会計行為の違法性判断に際して効率性
違反などが問題とされる例が多くみられる (II)。
こうした判例の状況について、もとより網羅的な分析ではないが、以
下に一応の整理を試み、最後に簡単な総括をすることにしよう。なお、
原期として、最近の判決を優先的に取り上げる。 
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し法令の明文以外から効率性を導く判例
明文以外から効率性を導く場合に、多くの判決は当該法律の立法趣旨
ないし制度趣旨に着目しているが、立法趣旨を離れて効率性の要請を認
め、解釈論に反映させている判決もある。 
A.条文外の立法趣言として効率性を掲げる倒
個別法の条文上、効率ないし効率性という文言が明記されている場合
以外で、裁判所が立法趣旨(ないし制度趣旨〉としての効率性に言及する
例としては、単に立法の説明として、効率性をあげるにとどまるものも
あるが、法令の違憲審査にあたって、立法趣旨として認められた効率性
から合憲性を判断する倒も見受けられる。その一方で、立法趣言として
の効率性等から具体的な解釈論を導いている倒も少なからずある O 
(a) 単;こ法建の説明として効率d性の立法趣雪を掲げる例
単に立法の趣旨として、効率性を掲げる判決は多いが、代表的な例と
して、最郭平成18年10月4日裁判所持報1421号 1頁をあげることができ
る。間判決は、公職選挙法の一部を改正する法律(平成12年法律第118号)
による改正の背景に効率性の要請があったことを指捕する。すなわち、
「本件改正辻、昭和57年に導入された拘束名簿式比傍代表制に辻幾つか
の批判があり、また、中央省JTの改革、自家公務員の定員削減等が行わ
れている状況において、行政を監規すべき地位にある立法機関である参
議院においても定数を削減して事務の効率化等を図る必要があるとの声
が高まったのを受けて、比例代表選出議員の選挙制度をいわゆる非拘束
名簿式比部代表制に改め、参議院議員の捻定数を10人前減して242入と
したものであるJとする。
本手日決と河ーの公職選挙法の改正については、最鴇平成16年 1月14司
民集58巻 1号 1頁なども同様の説明をしている。 
(b) 違憲審査の理由づけにおいて効率性の立法趣旨るを用いる例
立法趣旨としての効率性を違憲審査において用いる例は多いが、おも 
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なものとして以下の判例がある。いずれの判決においても、当該法令の
合憲性の帰結を導く文援で効率性が用いられている。 
① 最近における代表的な例として、住民基本台張法(30条の 2以下)
に基づく住民基本台帳ネットワークの合憲性が争われた裁判例があり、
住基ネットの立法目的として行政サ}ピスの効率性が認められ、それが
合憲性判断の理由とされている。たとえば、福間地判平成17年10月148
判例時報1916号91頁は、法の呂的とその合理性について、平成10年 3月 
108閣議決定の立法趣旨に基づき、なおかつ人諮権侵害に関する最判平
成 7年12丹15日荊集49巻10号842頁の判断基準に依拠しながら、次のよ
うに述べて合憲であると判断した。すなわち、「高度に情報化された現
代社会において、既に民間部門では、コンビュータ・ネットワークシス
テムが療築、活用されており、顧客サービスの向上や業務の効率化が積
極的に進められてきている。このような中にあって、行政も、全国的な
広がりをもった住民の移動や交流という実態に合わせて、行政サービス
を的確かっ効率的に提供していく必要性があり、そのためには、市町村
や都道府県の区域を越えた本人確認システムが不可欠であり、行政部門
においても、民間部門と同様に、情報通信技術を的確に活用することが
必要不可欠といえるところ、住民基本台帳の全国的な電算化が進んでい
ることから、これをネットワークで接続すれば、全毘的な本人確認シス
テムが安価に構築できるし、住民にとっては面舗な行政事続が簡略化さ
れ、行政備の事務負担の軽減を図ることが可誌となる。住基ネットは、
このような発想から生まれたシステムで、あって、その目的は、行政サー
ビスの向上と行政事務の効率化である。このような法の立法巨的には十
分な合理性があると認めちれる。そして、このような行政サービスの向
上と行政事務の効率北という立法巨的を達成するためには、住基ネット
が重要な役裂を果たすと考えられるし、また、ネットワーク社会におけ
る本人確認手段としての住基ネットは、住民が行う行政機関への申請、
岩出のほぼ全てをインターネットで行うことを可能とする、いわゆる電
子政庶・電子自治体を実現するための基盤となる不可欠なシステムとも
いえる。したがって、住基ネットの必要性も認められるJo
住民基本台帳法の百的規定(1条)には、住民の届出等の簡素化などを 
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通じて、行致事務の合理化に資することが掲げられているが、本判決
は、同条を亘接引用することなく、法改正の閣議決定から効率性の趣旨
を認め、これをもとに合憲判断を下しているわけである。
住基ネット関係の判決で同趣旨の理由づけを採用するものとしては、
この廷かに、大阪地判平成18年 2月 9日判例タイムズ1207号91頁、千葉
地判平成18年 3月20日判例集:未登載などがある O
②神戸地判平成16年 6月29日判剖地方自治265号54頁では、源泉分
離所得を国民健慶保険料の所得割額の算定の基礎となる所得から隷外す
るのは憲法14条 1項違反であり、違憲の国民健康保険法雄行令、及び西
宮市条到に基づく保険料賦課処分は違法であるという原告の主張が争点
のひとつとなった。裁判所は、利子所得には源泉分離課税制度が採毘さ
れており、諒泉分離課税は一定の合理性を有する制度であるとしたうえ
で、 f国民健康保験科の算定の基礎となる所得に利子所得等を含めるに
は、各地方公共団体が被保験者の利子所得等を正確に把握する必要があ
ることから、その事務遂行のために多額の費用・時間を要することにな
り、保険料を効率的に賦課徴収するという制度の趣旨にも違背するjと
したむそして、「国民建康保険料の算定の基礎となる所得かち一定の寵
当所得〈平成14年度まで)、利子所得を除外することについては、一定の
合理性があるといえ、憲法14条 1項に違反するものとはいえjないと判
示した。 
③ また、大阪高判平成18年 7月初日朝倒集未登載は、保険料の特別
儀収方式〈介護保検法134条、 135条〉が憲法25条に反するかという争点に
ついて、[介護保険制震が憲法25条を具体化する立法であることからす
れば、探検替の徴収方法について、どのような立法措童を講じるかにつ
いても、立法宥に広い裁量が認められるべきである O そして、保険料を
被保険者に納付させるより、保検群相当額を年金から天ヲiきして市町村
に納入させる方が、介護保険事業に要する費用を賄っている保険料を確
実かっ効率的に徴収することができる。また、被保険者にとっても、保
険料の納付が簡易になるだけでなく、介護保険制度の財政安定化によ
り、保険給付の確実な提供という利益を享受することもできるjと述べ
ている。 
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同趣旨の裁判例として神戸地判平成13年10月17日半守備集未登載は、京
告が、匡民寵康探検の保険料負担が重すぎ、憲法25条に違反すると主張
したのに対し、国民健康保険法施行令が定める保険料の所得龍額算定方
式は、「保険料の賦課及び、徴収を効率的に仔うという観点からも、合理
的なものということができるJとした。このほか、東京地判平成11年 2
月24日判例地方自治192号82頁などにおいても、同様の説示がみられる。 
(c) 違憲審査以外の解釈論において効率性の立法趣旨を用いる傍
法令の解釈において、条文外の趣旨として認められた効率性から、合
憲性以外の具体的婦結を導く例もある。いくつかの例をあげておこう。 
① 法令上の特例手続において効率性を重視した判決として、神戸地
判尼崎支部平成12年 3月23日訟務月報48巻 6号1379頁がある。司判決
は、「阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例iに関
する法律施行規則J~こ関するものであり、司法に基づく国税確定手続に
ついて次のように述べている。すなわち、「原告には特例法37条 1項の
実体的要件が犠わっていた以上、本件建物分の登録免許税を被告が取得
できる法的根拠はない。確かに原告は、登記申請時に特例法37条 1項を
受けた施行規則20条 1項が要求している建物被災証明書を提出していな
いが、特例法37条 1項の立法趣旨は被災者の自助努力への援助であると
ころ、施行規則20条 I項が建物被災証明書の提出を求めている理由は、
短期間に大量処理が必要とされる行政事務手続を画一的・効率的に行わ
せるための施策としてのものにすぎないのであるから、実体的要件さえ
満たせば、問項がその者を救済の対象としていることは明らかであるJo
②東京高判平成12年12月268税務訴訟資料249号1263頁は、翌訴人
が国税通期法22条の「みなすJ規定を推定規定と解すべき根拠も十分あ
ると主張したのに対し、次のように判示した。「法22条の fみなすj規
定の趣言は、申告納税方式による納税申告は比較的短期間に定められた
法定申告期課内に大量の事務を娃理しなければならない性格を有し、効
率的な事務処理の観点から提出Eの暫定を画一的な基準で行う必要性が
高いことから、納税申告書の郵便物に付された通信日付印等を提出日の
判定基準としたものであると解されるのであって、右趣旨に照らせば、 
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通信日付印が虚偽であるとの持設の事情がある場合辻搭刻、その他の場
合については同条に定められた通信日付印により表示された日等の方法
以外の証拠等により個刻的に提出司を証明し、これに基づき提出日を判
定することを許さない取扱いをしても違法ではないというべきである。
また、法22条の fみなすj規定を厳格な意味において『擬制iすなわち
京証を許さない規定であると判断したからといって、前記規定の趣旨に
黒らして、租税法律主義に違反する不和益処分に当たるものとはいえな
いj。
③横浜地特平成13年 1月17日判例タイムズ1094号139頁は、地方公
営企業法17条の 3の「特別の理由jの解釈過程において、同法17条の 2
第 2項が独立採算制を採用していることにふれたうえで、 f独立採算制
の見地からは、地方公営金業が、全業としての合理性及び効率性の追求
をなおざりにし、安易にー殻会計に依存することは許されないというべ
きであ号、しかもその財源となる当該地方公共冨体の一般財諒が主に住
民により納付される税金により調達されているものであることから考え
ると、捕助を行うに当たっては、それによって、独立採算制の原期の例
外として公共目的が達成されるか、負担の公平を害することを正当イとす
るだけの高度の必要性や合理的根拠がなければならないものであるJと
述べている。そして、罰法17条の 3が一般会計等からの補助について郁
践を加えているのはそのためであるとして、具体的な当てはめを行って
いる。 
9 福岡地判平成13年 3月278税務訴訟資料250号863頁は、消費税法 
30条 7項に関連し、次のように述べた。「しかし、このように税負担の
累積排除が泊費税の本質的な要請であるとしても、法は、一定の中小企
業者に対しては簡易課税制更を、また、それ以外の事業者についても帳
簿等の保存という要件との関連において課税の累積排誌を認めるという
仕入れ税額控除の制度を採沼し、その限度で、課税実務の効率化を課税
の累積排除の要請に優先させているのであるから、課税の累積排除の要
請が絶対のものでないことは、法自体が認めるところである。このよう
に、課税実務の効率化を考憲して、法30条 7項にいう『帳簿等を保存』
という要件が要求されている以上、この要件の解釈も謀説実務の効率と 
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いう観点を踏まえて行われるのが桔当であるjとする。 
① 東京地判平成14年1月17日判例時報1789号60頁では、入国後60自
の期間を経過して出された原告の難民認定の申請が、出入国管理及び難
民認定法61条の 2第 2項ただし書の「やむを得ない事'情があるとき」に
該当するかが争点となった。裁判所は次のように判示し、効率性の観点
から同項ただし書を寂定解釈した。すなわち、「難民条約を離れて立法
の合理性という観点からみても、難民認定制度は、本来、難民の認定を
統一的に行うことを目指したものであるにもかかわらず、上記のように
前記難民不認定延分を受けた者については、統一的な難民認定機関の判
断を受ける機会がないまま、難民の認定を担当していない他の行政機関
においてその難民該当性を審査し暫断せざるを得なくなるのであるか
ら、そのような者が大量に発生するならば、わざわざ統一的な難民認定
機関を設けたこと自体に疑問が生ずるし、事務の非効率及び判断の不統
ーなど制震の趣旨に反する弊害が多発するのであり、制度自体の合理性
に疑問が生ずるというほかない。これらの点からすると、法61条の 2第 
2項の解釈に当たっては、少なくとも同項ただし書を合理的に解釈する
ことにより、問項違反を理由とする難民不認定処分をし得る場合を思定
するのが、難民条約の趣旨及び法が定める難民認定制度の趣旨に合致す
ると考えられるj。 
⑤ 大阪地判平成17年9月168判開集未登載は、不納付加算税に関す
る国税通期法67条 1項ただし書、および無申告加算税に関する再法66条 
1項ただし書の「正当な理由jについて、次のように判示する o I徴収
絹付制度は、効率的かっ確実に租税を毅収するため、国の徴収義務を代
替させている鱒面を有する。これらのことから、源泉所得税の徴収義務
者に過重な負担とならないよう f正当な理由iの存否について判新され
るべきであり、鶴発的納付遅延が不納付加算税の『正当な理由』に当た
ると解することは相当である。したがって、無申告加算税における『正
当な理由』に、京告が主張するような串告書提出の偶発的遅延を含まな
いとすることは、行政庁の窓意的解釈で辻なく、各条文の立法趣旨、目
的に即した、『正当な理由』の合理的解釈にほかならないJ。 
⑦ 東京高判平成13年11月30日判例詩報1767号 3頁では、私的独占の 
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禁止及び公正取引の確保に関する法律(独禁法)8条 1項 1号の規定に違
哀したときに縞付すべき課後金の額の算定基礎が争点となった。これ
は、同法 8条の 3により準用される用法 7条の 2第 1項及び同法施行令 
5条の解釈にかかわるものである O 裁判所は、次のように判示した。
「課鍍金制度はカルテルによる不当利得を剥奪する趣旨のものであると
はいえ、各事業者についてカルテルによる倍加具体的な利得を正確に算
定することはほとんど不可詑である。そして、課後金制度は行政上の措
置であるため、算定基準が透明・明確なものであることが望まししま
た、制度の迅速・効率的運用が抑止効果を確保するために不可欠である
ため、算定が容易であることが必要である。そこで、独禁法は、課徴金
の計算について、実行期開における売上額に一定率を乗じて得た額の綿
付を命じるという画一的で簡明な算定方法を採用しており、法定の算定
方法により計算された額は、実際の利得額に一致するものでiまない。し
たがって、この点で、課徴金制震が鰐裁的色彩を伴っているものである
ことは否定できないが、課徴金制度の基本的性格はあくまでもカルテル
による経済的利得の剥奪にあるから、役務とその対価を把握するに当
たって辻、可能な範囲では課徴金の額が経済的に不当な利得の額に近づ
くような解釈を採るべきであるム
ここでは、効率性が条文外の原理として認められているが、本判決の
結論はその例外を許容するものであるので、必ずしも効率性から一定の
環結が導かれたわけではない。しかし、原期論として効率性の趣旨を認
め、解釈論に反映させる余地を残したという意味では、先制a)の類型と
は異なった意義が認められる。
この事件の上告審判決である最判平成17年 9丹13日判例時報1909号 3
頁は、「独禁法の定める課徴金の制度は、昭和52年法律第63号による独
禁法改正において、カルテルの摘発に伴う不利益を増大させてその経済
的誘因をふさくし、カルテルの予防効果を強化することを呂的として、
既存の刑事罰の定め(独禁法89条〉やカルテルによる損害を回復するため
の損害賠償制度(独禁法25条)に加えて設けられたものであり、カルテル
禁止の実効性確保のための行政上の措置として機動的に発動できるよう
にしたものである。また、課後金の額の算定方式は、実行期間のカルテ 
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ル対象蕗品又は役務の売上額に一定率を乗ずる方式を採っているが、こ
れは、課徴金制度が各政上の措置であるため、算定基準も明確なもので
あることが望まししまた、制度の讃極的かっ効率的な運営により抑止
効果を確保するために試算定が容易であることが必要であるからであっ
て、倍々の事案ごとに経済的利益を算定することは適切で、はないとし
て、そのような算定方式が採用され、維持されているものと解される。
そうすると、課徴金の額はカルテルによって実緊に得られた不当な利得
の額と一致しなければならないものではないというべきである」という
判断をした。この判例は、効率性から一定の結論を導くものであるとい
える。 
B.ー殻原理として効率性を掲げて解釈論を導く倒
以上の諸判例 i土、個別法令の題旨として効率性を認めた例であるが、
これに対して、効率性の要請を、いわば〈法のー殻原期〉として、法令
の条文や趣旨以外から認め、これをもとに解釈論を展開しているように
みえる判決もある。この種の裁判傍は必ずしも多くないが、たとえば東
京地判平成13年 2月15日税務訴訟資料250号836頁は、租税行政の効率性
等を理由として、相続税の通達に依拠した財産評倍が合理的であると
し、原期としてこれによるべきであるとする。すなわち、相続税法 7条
および22条にいう時価とは、「客観的な交換価値Jであるとしたうえで、
いわし「すべての貯産の客観的交換価笹は必ずしも一義的に確定され
るものでiまないから、これを倍加に評価する方法をとった場合には、そ
の評伍方法等により異なる評価額が生じた号、課税庁の事務負担が重く
なり、課税事務の迅速な処理が医難となるおそれもある。そこで、課税
実務上は、相続税法に特別の定めのあるものを諒き、財産評価の一般的
基準が評悟基本通達によち定められ、原則としてこれに定められた酉一
的な評倍方式によって当該財産の評錨をすることとされている。そし
て、右のようなあらかじめ定められた評錨方法により、画一的に評植を
行うことは、説負担の公平、効率的な程税行政の実現という観点からみ
て合理的であり、これを形式的に全ての納税者に適用して財産の評額を
行うことは、一穀的には、程税負担の実費的な公平をも実現し、租税平 
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等主義にもかなうものである担)J。
ここでは、「税負担の公平Jという平等原理の観点と並んで、「効率的
な租税行政の実現」という効率の要請が、~黙の前提とされていること
が注目される(略。これを解釈京理とみるか一般的な法原理とみるかは判
断が分かれようが(服、平等原則と並列されていることからすると、一般
的な法原尉を意味していると解する余培もあると思われる。
1I.地方自治法等の総則的規定に掲げられる効率性iこ関する判例
地方自治法 2条14項が問題となった事件のほとんどは住民訴訟であ
り、地方財政法 4条 1項や 8条が同時に援用されることが多い。そこで
以下では、便宜上、地方自治法 2条14項と地方財政法 4条等があわせて
援用された事件も II-Aにまとめて揚げることにし、もっぱら地方財政
法の規定が援用された裁判例は、 II-Bないし II-Cで取りあげる。 
A.地方自治法 2条14項に関する裁判例
地方自治法 2条14項に関する裁判例は、その法規範性を否定して誤示
規定という性格を与えるものと、その法規範性を認めるものとに大別さ
れるが、前者に属する判決においても、例外的に裁量権の濫用等に当た
る場合には、違法性が認められる余地を残すなど、両者の区分は必ずし
も明確ではない。 
示規定として'性格づける例1項を言14条2地方自治法(a) 
① 徳島地判平成立年 2月18日判例集未登載は、問題とされた土地売
買契約の締結が、知事の裁量権を逸脱.1監居し無効となるか、などが争
点となった住民訴訟である。京告は、知事の行為は、地方自治法 2条 3
項 1号・ 2号・ 7号・ 19号および同条13項(平或1年改正前のもので、現
在の 2条14項〉に違反していると主張し、同法 2条13項については、問項
を具体化したものが地方封政法 4条 1項及び、8条であって、県知事の財
産管理、運用に関する裁量権の限界を画するという考え方を示した。こ
れに対して、同判決辻次のように述べる。「これらの責務〔前掲の地方自 
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治法の各条項=引用者註〕の具体的内容は必ずしも一義的でなく、財産
の処分等を行うにあたっては背反する隷々な要因、利益等を総合的、調
整的に考憲したうえでなされるべきものであって、特に本件のように憩
島県の社会、経済政策に直接かかわるような事項であるときには、住民
の代表者によって構成される議会の判新も尊重されるべきである。それ
故、たとえば、私的な巨的のために場産を処分したとか、処分価諮が著
しく抵廉であるとか、その処分行為により住民の生命健康への侵害が発
生、現実化することが一見明白であるといった特段の事需がないかぎ
り、右のようごと責務を怠ったことを理由に、射産処分行為が裁量権の逸
脱、 j監用であるとして、違法となるものではないJ。
ただし、本判決は、地方自治法 2条14項が原則として法規範性をもた
ないとしつつも、例外的に「特段の事情Jがある場合には法規範性を有
し、違法の評舗を与える可能性があることを述べている。
②新潟地判平成16年 1月29日判例集未登載は、村建設の生涯学習セ
ンターの施工監理を行った会社らに対し、村住長が債務不履行の損害賠
償代位請求等を行ったものである。原告は、村と被告等の和解契約は、
地方自治法 2条14項、地方財政法 2条 1項、同法 4条 1項、同法 8条等
に違反し、一部無効であると主張した。これに対し、判決は、「しかし
ながら、これらの規定は、地方公共団体の財務を規律するものである
が、地方公共司体と第三者との間の契約関係を重義規律するものではな
く、また、いずれも抽象的な規定にすぎないから、これらの規定の違反
の有蕪が直接地方公共団体と第三者との関の契約関係を無効とする効力
を有すると解することは地方公共団体と取引を行う者の取引の安全を害
することとな号、ひいては、地方公共団体が行う私法上の取引に重大な
支障を与える結果となりかねない。したがって、かかる規定は、地方公
共団体の財務会計職員の行為規範となるにすぎず、地方公共団体と第三
者との関の契約の効力を直接無効とするまでの効力はないというべきで
ある。そして、このように解したとしても、上記各規定は、地方公共自
体の財務会計職員に対する財務会計法規の一部を構成するという意味を
有するため、これに違反した財務会計職員は、地方自治法243条の 2の
賠償責任等の制裁が課されるのであるから、上記各規定が制定された趣 
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旨を没却するものとはならないjとした。
①名古屋地判平成17年4月288判例集未登載は、住民基本台帳ネッ
トワークシステムの憲法13条違反、及び、住民基本台帳カードの交付に関
する公金の支出や契約締結行為の違法性が争われた住民訴訟である。原
告は、 f地方自治法 2条14項及び地方財政法4条 1項は、単なる言1I示規
定ではなく、地方自治体に対する法的義務を課したものである。そし
て、国が行うべき事業を自治事務の名の下に地方公共団体に貢径と費層
負担を押しつけることは、地方公共団体の自主性・昌律性の尊重を定め
た地方財政法 2条 2項や地方自治法 1条の 2第 2項の精神に反するとい
うべきである」としたうえ、被告の主張する住基ネット及び住基カード
の効用〈住民票写しの広域交付や提出の不要化、転入転出特例、公的個人認
証サーどス等の行政サービスの向上と各政事務の効率化)は誌とんどなく、
したがって、本件公金支出は地方自治法 2条14項及び地方封政法4条 1
項に違反すると主張した。これに対して判決は、「住基ネットの構築に
よってどの程度の行政サービスの向上と行政事務の効率化がもたらされ
るか、それが果たして投入される導入費用、雑持費用と釣り合うもので
あるかなどの問題は、改正法の審議過程で議議されるべき問題であり、
これが成立して雄行される以上、法律で定められた事務を処理すること
を義務付けられた市町村長が判断すべき事項でないといわざるを得ない
(被告の主張するように、地方自治法2条14項が訪日示規定にとどまるかどうか
はさておき、同項及び、地方財政法4条1項が、 f主基カードの市町村長の交付
義務を定めた法30条の44の上f立規範たる性質を有するものでないことは明ら
かである。〉。そうすると、単に住基ネット及び住基カードの効用が乏し
いことを理患に、本件公金支出が違法であるとの原告らの上記主張は、
それ自体失当というべきであり、採用できない」と判示した。 
④ 岐阜地特平成18年9丹28司判例集未登載は、首都機詫移転誘致支
出金の返還請求がされた事件である。争点の一つである地方自治法 2条 
14項、地方財政法4条違反の判訴に捺して、同持決は、効率性は容易に
判新できるものではないなどとしたうえで、次のように述べたo i地方
昌治法 2条14項は、地方公共団体がその事務を処理するにあたって準拠
すべき指針を一般的、捨象的に示したものであり、地方封政法 4条は、 
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地方自治法 2条14項が掲げる最小の経費で最大の効果を挙げるという原
期を予算執行の立場から簡諜に表現したものであって、いずれの規定
も、地方公共団体の長による公金の支出を具体的に規制するものではな
い。そして、首都機龍を岐阜県に誘致すること辻、岐阜県や県民に多大
な利益をもたらす可能性があることは既に述べたとおりであるが、首都
機能が岐阜県に移転した場合の手5益が具体的にどのようなもので、どの
程度のものであるか、また、首都機能の移転の実現のために、どのよう
な方策がもっとも効率的であるかといったことは、容易に暫断できるも
のではなく、また、首都機能移転が実現するか、移転の規模はどの範圏
になるか、岐阜県が移転先と選定されるか、その選定の時期がいつにな
るか、移転の時期がいつになるかといったことは、国レベルでの議論の
動向、岐阜県内外の世論、経済状況など多様な不確定要素によって異
なってくるものであ号、本件各支出が行われた当時において、言都機能
の移転と岐阜県への誘致のために最小の経費で最大の効果をあげる方法
としてもっとも遥当な手設がどのようなものであ札必要かっ最小の限
度を超えた支出を行わないようにするにはどのような政策をとるべきか
を岐阜県が一義的に判断することは国難であったといえるムそのうえ
で、本件における具体的な判断として、本件各支出には合理性があり、
知事の合理的裁量の範囲内であると判断した。 
⑤ 以上はすべて住民訴訟の事例であるが、このほか、やや特殊な事
件として、法律上の争訟〈裁判所法 3条 1項)に当たるか否かの判断に捺
して、地方自治法 2条14項などが援用された事件がある。すなわち、住
民基本台帳ネットワークシステムに関連して、東京都杉並区が原告とな
り、東京都と冨を相手に争った事件における東京地判平成18年 3丹24日
判例時報1938号37頁がそれである。原告杉並藍は、住民基本台帳ネット
ワークシステムの導入に当たって、金基ネットには個人情報の流出等の
危険が存在するとして、被告東京都に対し、住基ネットの安全性が確認
されるまでの関、杉並区民のうち、住民基本台帳法30条の 5第 1項所定
の本人確認情報を被告東京都へ通知することを受諾した者(通知希望者)
に係る本人確認a清報のみを被告東京都に通知し、非通知希望者に係る本
人確認情報を被告東京都に通知しない方式によって住基ネットへ参加す 
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ることを申し入れたところ、被告東京都からこれを拒否された。そこで
原告が、杉並区民のうちの通知希望者に係る本人確認、情報について住基
ネットを通じて被告東京都に送話する場合に、被告東京都はこれを受告
する義務があることの確認などを求めた訴訟である。この確認の訴え
が、法律上の争訟にあたるかが争点のひとつとなった。原告は、「行政
権主体Jとして、本弁確認の訴えを提起しているのではなく、広義の[財
産権主体jとして、本件確認の訴えを提起しているものであり、本件確
認の訴えは、法律上の争訟に当たる言主張した。その理由のひとつとし
て、地方自治法 2条14要等の環定や憲法92条以下の規定を根拠として、
原告が杉並区民の権利を代位行慢することができる旨主張する(原告が
被告東京都に対して本人確認情報の受信を求めることは、杉並区民のうちの
通知希望者の住基ネットによるサーピス享有権を実費的に代位しているとい
えるとする)。判決は、「原告辻、地方自治法 2条14項等の規定や憲法92
条以下の規定を根拠として、京告が杉並区民の権利を代{立行使すること
ができる曽主張するが、上記の地方自治法や憲法の規定を見ても、原告
が杉並区民の権利を代位することを根拠付ける規定は見当たらないjな
どとして、本件確認の訴え部分の法律上の争訟性を否定した。
なお、本判決は、東京都に本人確認憤報の受信義務があるかという本
案の争点を判訴するに際し、「行政サービスの向上と行致事務の効率化J
という住基ネット等を新設した改正法の趣旨・目的から、そのような義
務を否定している。 
(b) 地方自治法 2条14項の具体的規範性を認める例
①新潟地判平成15年 9丹25日判例地方自治256号61頁では、住民訴
訟において新潟県の万代島再開発事業の違法性が問題となった。同判決
は、次のように述べた。様々な政策を策定し、実施する地方公共団体の
長の判断は「地方公共団体の量かれている状況、住民の意思等禄々な要
素を総合的に考量する政策的な判斬であるから、そのような判断は、地
方公共毘体の長の広範な裁量に属するというべきである Jが、「施策を
実施するために金銭的な支出が伴う場合には、 f地方公共団体は、その
事務を延理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少 
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の経費で最大の効果を上げるようにしなければならない。Jと定める地
方自治法2条14項や『地方公共団体の経費は、その目的を達成するため
の必要かっ最少の誤度をこえて、これを支出してはならない。』と定め
る地方財致法4条 1項に照らすと、このような地方公共団体の長の裁量
権も無限定のもので誌なく、一定の限界が存在するというべきである、
したがって、地方公共団体の長の判断がその前提とする事実の基礎を欠
くとか地方公共冨体の長の判断におよそ合理性が認められないなどの事
情がある場合には、地方公共団体の長の裁量権を逸脱・濫用するものと
して違法との評語を受けるものというべきであるjとする。そのうえで、
万代島再開発事業の実施に裁量権の逸説・ i監用があるか否かの判断にお
いて、経済性・効率性等を検討する 9 経済性・効率性の検討にあたって
は次のように述べた。 r地方公共毘体は営利自体ではなく、住民の福祉
の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かっ総合的
に実施する役割を広く担うものである(地方自治法 1条の 2第 1項参慣)。
このような地方公共団体の役割を果たすために、地方公共団体の長は、
地方公共団体の置かれている状況、住民の意思、当該事業の必要性等
議々な要素を稔合的に考量して判断を行うものであるから、当該事業に
より利益をあげられず、相当の貯政上の負担を負うことをもって産ちに
当該事業を行うとした地方公共団体の長の判断に裁量権の逸脱・ i監用が
あるということ誌できないJo
この判決は、効率性に関する地方自治法 2条14項及び地方財政法 4条 
1項が、地方公共団隼の長の裁量権を制約することを認めつつ、裁量権
の逸脱・濫用を判断する際の経済性・効率性の検討においては、事業に
よって栢当の財政上の負担を負うことをもって直ちに裁量権の逸説・濫
用があるといえないとしたものである。 
② 名古屋高判平成16年 3月26日朝例タイムズ1159号176頁は、町役
場の新庁舎建設は、地方自治法 2条14項、地方財政法4条 1項に反する
と控訴人らが主張していた点について、「現庁舎は、明治36年に建築さ
れた建物が基礎となっており、その余も昭和32年頃に建築された木造の
建物であって、老朽化が進んでおり、平成 3年度から平成11年度までに
総額3842万3千円の増改築費用が費やされている上に、今後多額の祷穆 
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費用を費やすとしても、投資効率が悪いと推溺され、さらに、 30年内に
発生が予想されるマグニチュード 8殺の巨大地震に襲われる可詫性が高
く、その酎震対策も考慮する必要があることからすれば、新庁舎建設の
必要性が高いものと認められ、本件各支出が地方自治法 2条14項、地方
財故法 4条 I項の規定に反するものとはいえないJとした。
③津地判平成16年 7月158判例集未登載では、静化センター建設に
関連する公金支出の違法性が問題となった。原告が、都市計画法違反、
環境毅壊、本質汚濁、 j明日の流量、費用対効果の問題、二次災害の危険
があるから、本件下水道事業にかかる支出は、最小の経費で最大の効果
を挙げるよう定めた地方自治法 2条14項に違反すると主張したのに対
し、判決はこれらの主張については全て否定した。
④福詞高判那覇支部平成16年10丹148判例集未登載は、「普通地方
公共団体辻、その事務を処理するに当たっては、最少の経費で最大の効
果を上げるようにしなければならず(地方自治法 2条14項)、地方公共団
体の経費は、その目的を達成するための必要かっ最少の限度を超えて支
出しではならないとされている(地方財政法 4条 1項)から、これら規定
に誕触する経費の支出は違法と評倍され得るものである。しかしなが
ら、経費の支出において、目的に従った最大効果を達成するために何を
もって必要かっ最少の限度というべきかは、当該事務ないし事業の目
的、当該経費の額、経済状況等の諸事情の下において、社会通念に従っ
て決定されるべきものであるから、第一次的には、予算の執行権鼠を有
する財務会計職員の社会岳、政策的又は経済的見地からする裁量に委ね
られていると解するのが梧当であり、具体的な支出が、当該事務ないし
事業の目的、効果との均禽を著しく欠き、予算の執行権限を有する財務
会計職員に与えられた前記裁量を逸説してされたものと認められるとき
に隈り、違法になるものというべきである Jとした。そして、本件にお
ける「既設林道が未舘装・管理不全であることが林業雄業の効率化を妨
げる要国となっていたことは否定でき jないなどとしつつ、林道整備事
業のための公金支出が「地方財政法 4条 1項に違反して違法ということ
はできず、また、同法 2条 1項、 3条 1項及び、 8条に違反するともいえ
ないjと判断した。 
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①横浜地判平成16年12丹1 B特例地方自治266号105真は、「公共測
量については、測量法34条に基づき、建設省が行う公共溺量の効率的な
実施と規格の統一及び必要な精度の確保についての技術基準として、建
設省により、昭和44年に f建設省公共謀5量作業規程j(現行の国土交通省
公共謀日量作業規程)が制定され、以後、数次にわたる改正を経ているとこ
ろ、地方公共団体が仔う公共減量は、上記規程;こ準拠して行われるのが
通例であり、伊勢京市においても、近隣の地方公共団体と同様に、灘量
法33条に基づき、上記規程と同内容の f伊勢原市公共澱量作業規程H市
作業規程〉を定め、これについて建設大臣の承認を受けて」おり、市作
業規程が、作業計画を立案し、これを計画機関に提出し、その承認を得
なければならない等の定めを置くのは、「計画機関の溺量計画が適切に
具体化されて実行され、言十画機関が呂的とする高い精度の成果を効率的
に得るためJ~こ有用だからであると認定した。そして、作業計画は「県
の砂防事業計画と伊勢原市の道路拡幅事業計酉を整合的に遂行するとの
観点から、本件測量業務を一定の高い灘量精度を確保することができる
公共澱量として実施し、その成果を効率的に取得するという合理的な目
的のために作成されたものということができムしたがって、本件の用
地減量についての作業計画への支出負担行為は、「地方自治法2条14項、
地方財政法4条 1項の規定の趣旨℃反し違法であるということはできな
いjと述べた。 
① 京都地判平成18年 5月19日判例集未登載では、市職員共済組合の
行う年金給付制震の事業に、市が補助金を支出したことの違法性が問題
となった。判決は、 f普通公共毘体は、公益上必要がある場合において
は、寄附又は補助をすることができるのであるから(地方白治法232条の 
2)、公益上必要があると認められる補助金の支出については、違法と
いうべきである O 地方、地方公共団体は、その事務を処理するに当たっ
ては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を
挙げるようにする責務を負っているものであり、 〈地方自治法 2条14項〉、
地方公共団体の経費はその目的を達するための必要かっ最小の限度を超
えて、これを支出して誌ならないものとされている(地方財政法4条1
項)から、公益上必要があるといえない場合には、その描助金支出は違 
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法というべきであるJとした。そして、被告が「被告は、職員とその家
族の退職後の生活の充実、安定を留ることは、これを通じて在職中の勤
労意欲を高め、執務の効率化に寄与するものであるから、地方公務員法 
42条によって地方公共団体が実施すべき福利厚生事業に含まれるもので
あるJと主張したのに対し、[退職する職員に対して使途を定めない一
時金ないし年金を支給することは、司法42条の本来予定するものではな
いjと述べ、本件補助金支出は公益上の必要があるということはできな
いとした。 
B.地方封政法 4条 I項に関する裁判例
地方財致法 4条 1項も、地方自治法 2条14項とほぼ同じ文脈で用いら
れることが多い。その例として辻、以下のものがある。 
① 宇都宮地判平成16年 2月18日判例集未登載は、市水道事業の管理
者が震災対策用貯水泡を建設することを昌的として厚地買収費用等を公
金から支出したことが違法であるとして、原告が、被告に対し、平成14
年法律第 4号による改正前の地方自治法242条の 2第 1項 4号前段に基
づき損害賠償を求めた住民訴訟である。同暫決は、水道事業に関する施
策の選択は、地方公共団体の裁量に委ねられていると解されるとしたう
えで、次のように判示した。「水道事業の管理者は、水道事業を執行す
るために、水道事業の用に供する資産を取得、管理、処分する権援を存
するところ〈地方公営企業法 8条1項、 9条7号、 33条1項)、地方公共団
棒が水道事業の施策として貯水池の設量を含め水道路設を敷設する場合
において、そのために必要な用地の選定、対値の決定方法等について、
格別の手続を定めた規定はなく、地方公営金業法33条 2項が、資産の取
得のうち条例で定める重要なものに思定して予算で定めるとしているこ
とのほかには、これを規制する法令の規定がないことからすれば、これ
らの判断は、予算の範囲内において、水道事業の管理者の裁量に委ねら
れているというべきである。もっとも、地方財政法 4条 1項が『地方公
共毘体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最小の限度をこえ
て、これを支出してはならないJ と規定している趣旨に鑑みると、前
提となる水道事業の必要性が全く認められず用地の取得の必要性がない 
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場合や、予算の範圏内であっても、適正儒格よりも著しく高額な対極で
土地を取得したなどの場合には、裁量権の逸説又辻濫用に当たり、その
対錨の支出としてされた公金支出が上記提定の趣旨に著しく反する黙務
会計上の行為として違法となる余地があるというべきであるJ。 
② 津地判平成18年 4丹27日判例集未登載は、国禁理解教育海外派遣
事業において、(合併して市となる前の軒の〉町長及び町教育長がビジネス
クラスを利用して生徒等とは別行動をとったことが、公務として不必要
かつ不適当であるとして、市長である被告に対し、地方自治法242条の 
2第 1項 4号に基づき、別仔動によって生じた差額分相当額の損害賠讃
等を請求するよう求めた事案である。原告は、経済的観点を重複するの
であれば、国家公務員等の議費に関する法律を準用すべき明文規定がな
い以上、地方財政法4条 1項の趣旨からは、エコノミークラスを利用す
べきと主張した。判決は、 f補助金の交付は公益上の必要がある場合に
認められ、町長にiまその判断につき裁量権があるといえるが、裁量権の
範囲を超え、そのi監用があるなど、裁量権を逸説する場合には当該補助
金の交付は違法となるjとしたうえ、「本件支出負担行為及び支出命令
は、交付金額がAらの旅費相当額であることからすると、当該交付が裁
量の範囲内といえるかについては、旅費の支給に関する定めを参考にす
ることが地方罫政法 4条 1項の趣旨に照らして相当であるjと述べた。
そして、条例には、外国旅行に関する航空運賃についての明文規定はな
いから、「旅費としてAらに支給する場合であれば、条例の定めがない
まま最下級のエコノミークラスではなくビジネスクラスの航空運賃を支
拾することは、 A及びDが苛長ないし教育長であることを考慮しでも、
地方昌治法204条 3項及び204条の 2に照らして、違法とされる可能性が
高いと考えられるJo I旅費支給の場合との整合性や、エコノミークラス
とビジネスクラスとでは航空運賃に相当の差額が生じることからして、
補助金交付の形をとる場合についても、 A及びDが町長ないし教育長で
あるからといって、当黙に公費でビジネスクラスを利患できると解する
ことはできない。海外旅行に関する拡空運賃の公費負担の程度に関して
は、接行目的や、公的行事への関与の度合い、議会や住民の意向を十分
に踏まえて、町長において、合理的に裁量権を行愛することが要請され 
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ていると考えられる」などとしたうえ、当時の事情などから、ビジネス
クラス利用によって生じた航空運賃差額分を公費で負担することにつ
き、合理性を認めることはできないjとした。
本判決は、福助金交付の諜界を考えるにあたり、地方封致法4条 1項
の趣旨を考慮したものといえるc 
③ 大阪地判王子成17年 3月25日判剖集未登載は、原告が地方自治法 
242条の 2第 1項4号に基づき、被告の市長に対し、自動車通勤手当を
受け取った職員に対する損害賠讃請求を行うよう求めたものである G 本
件では、自動車の名義人でない市鞍員に対する自動車通勤手当名下の金
員の支給が、地方財政法 4条 1項に違反するかが争点、のひとつとなっ
た。判決は、 r1台の自動車を夫婦 2名が通勤のため使用している場合
の通勤手当について、夫婦それぞれに対し本件結与条例の規定に基づく
額の通勤手当を支給することが地方公務員法や地方自治法の通勤手当に
関する規定に反するということはできないことは上記説示のとおりであ
るから、本件給与条例の規定に従ってしたNo.1ないしぬ8の各職員中自
動車の名義人でない者に対する自動車通勤手当名下の金員の支給が必要
かつ最少限度を超える支出に当たり地方財政法4条 1項に違反するとい
うことはできない」とした。 
示規定とは解さず、必要かっ最1項を言1条4この判決は、地方財致法
小課度を超える支出といえるかどうかを判断したものである。しかし、
これを否定し、地方財致法4条 1項違反といえないとした理由は、地方
公務員法や地方自治法の通勤手当に関する規定に反するということはで
きないというものであり、その点において地方財政法4条 1項の独自の
存在意義が希薄化されているといえる。 
④ 名吉屋高裁金沢支暫平成16年 6月21日判例タイムズ1189号232頁
は、市から市議会の会派に交討された市議会市政調査研究費について、
前年度よりも月額 7万円を増額した金額を交付した行為及びその余剰金
を繰越し使用させ、その返還請求を怠った行為がいずれも違法で、これ
により甫が損害を被ったとして、原告が市に代金し、甫長に対して損害
賠賞を求めた住民訴訟である。研究費が前金払の方法で支出されたこと
が違法となるかという争点について、「交甘される本件研究費は、その 
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議員が市政に関する調査研究のため、真に必要な用途に存効に使用され
るべきであり、本件研究費交付制度も、そのようなものとして設計さ
れ、運用されるべきであることは、地方財政法4条 1項の趣旨に殺して
明らかである」とし、研究費が相当に多額であったこと等から、「本件
研究費の額は、本件要綱に基づく市長の決定によって確定するとするの
ではなく、交付すべき額を確定させる手続(諸助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律15条参照〉を設けて河確定手続完了により確定するも
のとして、同確定手続前の本件研究費の交付は概算払の方法で行い、交
付された年度毎の精算を行うものとするのが、本弁研究費の使途の明確
化、冗費発生の訪止等の呂的により適うものということができるjとし
たが、本件研究費について、そのような方法によらず¥本件要縞に従っ
て前金払の方法によったからといって、交付された本弁研究費について
は、その使途が調査研究のために必要な経費に思定され(本許要縞 8条)、
その違反の場合には返還を求めることができるもの(同12条〉とされ、ま
た、会派の解散等の事由(交付金額算定の基礎となった事情に変更があった
場合の意味と解される。)があった場合の剰余金は返還すべきもの(同日条)
とされていることを考慮すると、当不当の問題はあるとしても、車ちに
違法ということまではできないjと鴇示した。
この鴇決は、研究費の交封方法の違法性暫訴において、地方財政法 4
条 1項の趣言を考意事項のひとつとしたものである。 
C.地方財政法8条に関する裁判例
地方財政法 8条について争われた裁判例は、司法4条に関するものと
比べて少ないが、そのぼとんどが住民訴訟の形式がとられた事件である
点では共通している。いくつかの傍をあげておこう c 
① 小学校校舎の取壊しの差止めを求める住民訴訟を本案として、右
差止めを命ずる仮処分申請に対して、東京高判昭和52年11月168行裁集 
28巻11号1226夏は、次のように述べて申請を却下した。 f控訴人が理由
もなく本件校舎を取致そうとしているのでないことは明らかで、右取設
が少くとも町有財産の管理運用として違法でなく、地方財政法人条に違
反しないことは明自である。すなわち、被謹訴人らは、毛呂山町当昂の 
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生徒数の増加の推定は過少であり、生徒数の増加に対しては、特別教室
の転用あるいは通学区域の変更などはすべきでなく、本件校舎は利用可
龍なので利用するのが財致負担上からも適当であると主張するのである
が、まず生徒数の増加の予測について被控訴人らと謹訴人との簡に栢違
があるとしても、それはあくまで予灘にすぎないのであるから、控訴人
の誰定に前記のとおりそれなりの根拠がある以上、その推定に基づいた
空訴人の施策の実行が違法とならないことは明らかである。そして老朽
校舎を一部の学校で剥用していることがあるとしても、前記……に認定
したところから明らかなとおり危険校舎として改築の補助を受け得られ
るほどであるから、できるだけ利用しないことが当熱でもあって、その
ことだけでも取設をする一応の合理性があるわけである。そうすると、
生徒数の増加に対する施策としては、控訴人又詰教育委員会が計画して
いるように特部教室の転用、通学区域の変更又は小学校の新設によって
対処するのが良いか、被謹訴人らが主張するように老朽校舎に費用をか
けて利用するのがよいかということになり、これは結馬政策の優劣又は
当否の問題に帰着するのである。一方の施策が違法で他方が適法である
ということは、原期として云いえないことである。また、被控訴人ら
は、校舎以外の各種施設に本件校舎を利用することが可龍であるともい
うが、本件校舎を取致してその敷地を社会体育諸設に利用するのが良い
か、取設さずに被控訴人らの主張のように利用するのが良いかは、まさ
しく致策の当否の問題である。以上のように、被控訴人らの主張は、政
策の優劣又は当否の開題と違法性の問題とを混同したものであって、と
うてい採用できるものではないJo
なお、原審である浦和地判昭和52年 1月28司行裁集28巻11号1235頁
辻、「地方財致法第 8条の規定が訓示規定であってこれに違反しても当
不当の問題を生ずるにすぎないと解すべきではなく、良好、効率的な管
理、運用に明らかに長する行為は違法となるものと解するのが相当であ
るjと述べながらも、本件において同条違反の違法性は認められないと
判新している。 
② 同じく、町立学校の校舎改築工事に必要性があるとした言長の特
断には合理性が認められるとして、当該工事が地方財政法 8条に反しな 
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いとした例がある〈東京地判平成 2・1・30暫決特例タイムズ736号151頁)0
③市政記者に対して市庁舎の記者室内の電話機を利用させること
が、地方財政法8条iこ反しないとした傍がある〈京都地判平或 7・4・5
判例タイムズ915号110夏)0 
④ 地方公共毘体が地元銀行の第三者割当増資に応じたことが違法で
あるか否かが争われ、地方財政法8条に違反するという原告の主張が退
けられた例がある〈宇都宮地判平成14・11・10判例集未登載)。 
⑤ 地方財政法8条に基づいて違法'註が認められた数少ない例とし
て、さいたま地暫平成13年10月22日判例地方自治237号79頁がある。間
判決は、市職員が信教の自由を害する掲示行為をしたことが違法である
と判断し、その理由のひとつとして地方封致法8条をあげているが、結
論的には当該職員に過失がないとして、住民訴訟4号請求(損害賠償請
求)が棄却されている。
総じて地方財政法8条に関しては、違法性の判断枠組みが明確に示さ
れない場合があるが、多くの場合、地方昌治法 2条14項の場合と同じよ
うに、裁量権の逸説・濫患の考え方が提示されている(前掲東京地暫平成 
2・1・30、前掲きいたま地裁平成13・10・22、前謁宇都宮地有平成14・ 
11・10など〉。 
m.特例の総括
以上にみたように、判例上は、条文に効率性が明記されていない場合
にも、立法趣旨などの解釈を通じて、効率性の原理が導かれる場面があ
る。特に I-Aの判傍によって、本論1.に掲げた諸法令以外にも、効
率性が認められる場合が認められることになる。さらに I-Bの裁判例
においては、法の一般原則ないし解釈震理として効率性が認められる余
地があることが示されている。総じて、明文がない場合にも、効率性が
法的に要請される場合が肯定されている。
他方、 Eの裁判例においては、培方自治法 2条14項に法規範性を認め
るか否かについて、裁判例が分かれているが、訓示規定にすぎないとす
る判決のなかにも、裁量権の逸脱・濫用等がある場合には、例外的に違 
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法性が認められる余地を残しているものがある。総じて、地方財政法4
条 1項や 8条を含めて、効率性に関して行政機関に一定の裁量権を認め
つつも、例外的に裁量権の逸脱 .監用等が認められる場合には違法性をi
導く、というのが裁判例の額向といえる。さらに最高裁の定式を当ては
めれば、かくして例外的に違法性が認められた場合には、契約相手方の
信頼等が害されない範毘で、効率性に反する需産処分等が無効と評倍さ
れ、地方自治法2条14項などの諸規定に外部効果が認められる余地があ
ると思われる(最判昭和62・5・19民集41巻4号687真参照)0 
(1) 竜子政宥講築計画については、 http://www.e-gov.goお/doc/ 040614/keikaku. 
htmlにおいて、その概要が示されている。さらに、その爵保法令として、本稿
1.@をも参照。
この電子政府構築計画においては、クレジットカードの導入なども検討されて
いる。公用クレジットカードについて、筆者は、木村琢麿「公会許における支出
方法の一考察一ーガパナンスカードの導入に向けてj千葉大学法学詩集17巻 2号 
(2002年)1頁以下において基礎的な考察を行ったことがあり、本稿でも部分告さに
触れているが、クレジットカードに関する諸問題については、却の機会に再論す
ることにしたい。なお、この開題について辻、フューチャーコミュニティ研究所
の奥村諮一氏(東京大学特佳教授〉から多くの示唆を受けた。 
(2) 本稿と類似の用法として、 G.Jeze，Cours elementaire de science des finances et 
de 1毛gislationfinanciむefrancaise，4 ed.，1909，p. 1.かかる古典的な会首概念の重要
性につき、木村琢蜜 f予算・会計改革に向けた法的論点の整理j会計検査萌究29
号(2004年)60-61頁。 
(3) M.Hauriou，Precis de droit administratif，3記.， 1897，p. 809-810. De m毛me，ibid.， 
9毛d.，1919，p. 979，note 1.さらに参照、木村琢麗 f財故法理論の展開とその環境J 
(2004年・有斐閣)79真。 
(4) 本縞辻、現在連載中の拙稿、本村琢麗「現代行設における経済性の意義(1)~ー
一法的観点からのパブワック・ガパナンス論に向けた基礎的考察j自治研究82巻 
8号(2006年)74頁以下を補充する意義をもつので、筆者の基本的な考え方につい
ては、同論文およびそこに引用された諸論考をあわせて参照ねがいたい。 
(5) 現行制震の概観として、木村琢麿「或呆主義的金行財政制度の構築に向けた試
論(1)~(5)J 自治研究79巻 9 号 (2003年)138頁以下、と号わけ79巻11号93-94頁。 
(6) 松本英昭 f新版逐条地方自治法〔第 3次改言腹立 (2005年・学陽書房)50頁。な 
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お、地方自治法 2条14項で辻、前設で住民の福祉の増進に努めなければならない
とされているが、後段の能率性・効率性に重点が置かれることにつき、往藤竺編 
頁。54年・敬文堂)(2002.11逐条地方自治法f
(7) 地方前政法4条 1項i土、主主方自治法2項目項の揚げる〈最少経費による最大の
効果〉の原期を、予算執行の立場から簡潔に表現したものといわれる(石原信雄況
か『地方信政法逐条解説〔新版J.I(2000年・ぎょうせい)32頁)。 
(8) フランスでも、 2001年の財政裁判法典(Codedes juridictions五nanClむes)の改正・ 
によって、会計検査の基準として類叡の文言が明記されるようなった。参照、木
村琢蜜 f会計検査機関による政策評姐とその政治的障害」内山忠暁ほか編 f自治
行致と争訟.1(2003年・ぎょうせい)506-507頁。 
(9) 参照、内需府公共サーどス改革誰進室編『公共サービス改革法(市場北テスト法)
入門.1(2006年・ぎょうせい)5-6頁。
同後述の裁判例にならえ託、同法の趣旨解釈において、かかる髄定の経韓に照ら
して効率性が導かれると患われる(祷論豆-A参隈)。
加) この誌か、近持の行政上の決定等においては、平成 8年に行政改革委員会が取
りまとめた「行政関与の在り方に関する基準」をはじめとして、行政の効率性等
の文言が多く見出せる(それらの概観として、内閣府・前謁152夏以下などを参黒〉。
回参類、木村・蔀謁自治萌究80巻 9号89頁以下。
同小林武 f予算と財政法.1(2002年・薪日本法規出張)42頁。杉村章三部 f財政法〔新
版J.I(1982年・存斐間)73頁、模重博『財政法原論.1(1991年・弘文堂)97頁以下。た
だし、震政法 9条について、杉村は「財政運営上の基本原則jとして、援は f財
政の基本原期jとして、それぞれ説明している。
倒木村琢麿「国有財産の管理委託に関する一考察j千葉大学法学論集20巻4号(2006
年)99-100頁、 147-148頁。さらに、註(討の拙稿のうち、と号わけ82巻11号123頁以
下を参照。
制財政法の制定重後の解説書には、封設法 9条2項が慰産管理に関する注意的規
定であるという記述がみられるが(平井平治 f財政法逐条解説ド1947年・一洋社)52
頁)、かかる立法当初の説明を現代的な状況に照らして修正することは許容される
と思われる。一穀に、制定当初の立法者意思を後退させることには慎重であるに
しても、原貫目的・総期的な規定を現代的に拡大解釈することについて辻、障害詰
少ないであろう。
同議決と報告の相対性につき、木村琢麿 f財政続艇の現代的変容〈上)J自治研究79
巻 2号(2003年)110貰試下。
偶発生主義的決算書の憲法的基礎をめぐる議論状況につき、木村・前掲会計検査 
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研究29号57頁以下。
現行制震上は公金管理と需産管理が分断されているために、従来は会計の概念
の説明としても、現金会計、物品会計、不動産会計などに分類することに重点が
おかれ、これらを包括するく会計〉ないし〈公会計〉の概念に対しては、必ずし
も十分な意義が与えられてこなかった〈香川後分編『会計法麓解〔平或16年改訂版Jj 
(2004年・大蔑君務協会)5夏以下、田中二郎『新販行政法・下巻〔全訂第 2版Jj 
(1983年・弘文堂)215-216真などを参照)。ところが近時では、企業会計的な会計
手法が導入されつつあるために、これらに予算・決算を合わせた意味での包語的
な会計概念が、その重要性を高めている(註(2)び揺稿の誌か、木村・直言掲自治研究 
79巻11号79-80頁を参照)0
樹木村・前掲自治研究79巻11号93頁のほか、詩出註同の指稿をも参照。なお、実
務家の執筆する解説書においても、国の予算執行の場面で、最小の経費による最
大の効果をあげるべきことが述べられているが、予算執行職員の f良識」ないし 
f良心的責任jの詞題として位置づけられているようにもみえる(河野一陣『新版
予算制変〔第2販Jj(2001年・学揚書房)98頁)。
妨政策別予算に関する諸問題につき、木村琢麿「フランスの2001年 f財政憲法』
改正について」自治講究78巻 9号(2002年)57頁以下、同[フランスにおける予算
会許改革の動向」季刊行政管理研究106号(2004年)20頁以下。
告。政策評価も、理念的には、財政法 9条2項や地方自治法2条14項などから基礎
づけられると患われる。実諜、フランスでは薪しい予算決算制度に従来の政策評
留の藷要素が組み入れられる傾向が生じている〈前註の強稿を参黒)。
倒木村琢麗 f国公有財産髄度・公物龍度に関するフランスの動向j千葉大学法学
論集21巻 3号(2006年)1頁以下。
鈎 フランスでは人件費部減のための予算上のインセンティブとして、人件費以外
の予算を人件費に流用することが禁じられる反面で、人件費を人件費以外の費呂
に涜用することは認められている(参照、木村・前掲自治研究80巻12号108頁) も0
とより公務員管理においては、正規雇用によって継続的な支出が求められ、いわ
ばそ慣性力〉が働くことから、公務員の雇用を一種の農務負担仔為とみなして、
長期的な財政統制を図ることが求められる(同81巻 1号113頁以下)。
制 ただし、人的管理を含めた行政経識法と公務員法との関係については、行政法
学において、かねてから議論があるところである〈参照、藤田富靖『行政組識法』 
(2005年・有斐閣)7頁以下、木村・前掲自治研究81巻 1号113-114頁)。筆者は、
ここでの開題は主として機関としての効率性に関わることから、定員管理の場合
と同じように、財致法 9条等の趣旨が適用しやすいと考えている。 
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例香JlI俊介編『物品管理語講義.J(大歳財務協会.2004年)2-4頁。田中・前掲234
頁、松本・前掲891頁も、 iまiま同趣旨である。
偶松本・前謁891買も、地方自治法239条の説明として、「物品の取得又は処分は、
適詩適切に行なわれることを要Jするという一般論を述べている。
偶会計の概念につき、註制を参照。物品会計の概念は、物品の出納と管理処分を
包括する意味で用いられており(香JI-前謁物品管理法 7頁参照〉、戦前の概説書
においても同様である(清宮二部 f会計法目1940年 -8本評論社)89頁)。その意味
で、現行の物品管理法も物品会計全設に関する一般法であり、同条の目的規定は、
かかる会計作用全般に妥当すると解される(註織をも参照)。
開会計法の沿草につき、概略的ながら、 2_ (3)①を参照。第二次大戦前の会計法
が、フランス法にならって、物品出輸に隠する出納官吏の責任を規定したことも、
想起されるべきであろう〈明治22年会計法26条以下、大正11年会計法35条以下) 
(28)	 香JI編・龍掲物品管理法 3-4頁は、物品管理法め最i定の趣旨として、 f従来の
静的な物品な出納管理のみがあった状態、から、動的な物品の供用処分が中心とさ
れる状態」に転換していることをあげており、ここでは物品の「出納管理Jない
し物品取得等に関する効率性は当然の前提とされている、という読み方も論理的
には可能であると患われる。これは、同法の呂的規定の普段において、物品の f取
得jを含めた意味で物品管理の基本法であるという趣言〈杉村章三郎 f財政法〔新
版)j(1982年・有斐調)355頁参男、)を明らかにしていることからしても、肯定しう
るところである。少なくとも、物品管理法は物品管理の目的的使用規範(陪書 3
頁)の手段として新たに制定された法律であり、財政法や会計法等が含意しうる効
率性を排除するものではないといえる。
僻香川麗・前掲物品管理法  3頁が、予算との比較の意味で物品の継続的存在など
を論じているのも、この趣旨であると解される。
同盟有財産法の意義については、誕来から、富有財産の管理・処分の適正性や効
率性を図ることにあると説明されていた(富田駿介 f国有財産法精解〔改訂新版)J 
(1988年・大蔵財務協会)6頁)。この趣旨は、平或18年の改正により同法 9条の 5
として明文化されたが、上記の実務的な考え方を前提にすれば、同条は確認、規定
であると解される。このように、司有財産法では物品管理法と違って、効率性が
目的規定において掲げられているわけではないにもかかわらず、行政実務おいて
も、同法の目的規定以外から効率?生の趣旨が読み込まれていたことになる。
同香川編・前掲会計法24-26頁。同旨、兵藤広治『財設会計法J(1984年・ぎょうせ
い)131-132頁、角谷正彦「公会計法j雄JI一郎ほか編『現代行政法大系10・財政j 
(1984年・有斐閣)73-74頁。これらの文献では、公正の原期に基づく具体的髄度と 
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して、ひとしく一般競争入札の制度のみが掲げられている。なお、会計の公正性
を掲げる伝統的行政法学説として、美濃部達吉 7日本行政法・下巻j(1941年・有
菱関)1051頁。
締香川編・詰揚会計法657頁は、昭和46年通達が会計事務の迅速化と円滑化を呂的
にしているという。
倒公用クレジットカードに関する会計処理の法的構成について辻、木村・前掲千
葉議集17巻 2号44頁以下ですでに一応の検討しているが、このほかに、代行機関
の制度(会計法46条の 3第2項)を用いる方途もありうる。代行機関は、支出負担
行為担当官等の会計事務を専決的に処理する機関であ号、分任支出負担担当官の
場合と違って、代行の範囲とされた事務についても、重要または例外的会事務に
ついては、誌んらいの会計機関に委ねることができるので(予決令139条の 3第 6
項参照)、会計機関の統一性の題旨には抵触しにくいと思われる。その反亜で、実
務上、本官の代行機関は当該会計機関の事務を「補註するための職員」であると
されていることからすると(香川編・前提会計法654夏)、その範冨としては、宮房
会計課の職員が念頭 iこ置かれているようにもみえる(予決令139条の 3第 3項にお
いて、あえて f外島の長等」への委任が明記されていることからも、かかる原則
的な制限を惇う趣旨が導かれうる)。したがって、実諜的な運用としては、代行機
関の制震を分任支出負担行為担当官と併用することが求められよう。
持註繊の描稿を参器。
槻木村・前掲自治研究79巻 2号97頁以下、香川編・前掲会計法24-25頁、 654頁な
どを参照。
縄基礎理論的な論考ながら、木村霧麿「財政法上の委任の法理一一フランスにお
ける慰政統制の基本原理からの帰結j塩野宏先生古稀記念論文集『行政法の発展
と変革・下巻j(2001年・有斐閣)441頁以下を参照。
念的木村・前掲自治研究83巻 2号72真以下。
締官房業務のあり方を含めた会計髄度の考察として、木村・前掲自治研究79巻11
号81頁以下を参照。
倒木村・前掲自治研究79巻11号88頁参頭。本文に述べたのは主として立法論に関
することがらであるが、公務員の損害賠讃責任に関する解釈論としても、行政運
営上の成果(利得)の発生に着目して、法令違反に基づく損害との相殺を認めると
いう構成が、考えられないわけではない。
韓併上、公務員の損害賠龍責任に関する住民訴訟酉号請求において、震務会計
上の違法行為による損害算定に捺して、地方公共団体が取得した利得との損益相
殺が語、められている〈最判平成 6・12・20民集48巻 8号1676頁)。この問題につい 
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ては、違法行為に対する損害のみを切り離して解する余地もあると思われるが(木
村・判倒評釈・自治研究68巻 9号 (1992年)125-127頁、同・判割j解説・別母ジ、ユリ
スト f地方自治判倒百選〔第 3版)J(2003年)191頁)、この判倒を前提とするなら
ば、財務会計上の手続違背によって効率性が高められた場合には、損害発生を否
定する余地があると思われる。
なお、フランスでは、公務員が権援なく違法告為を行った場合には、事務管理
の法理を適用して露償責笹を否定することが認められており、わが菌でもその応
用可詑性があると解される O 参照、木村「事実上の公務員の法理 フランス公
法学における三変化」千葉大学法学論集15巻 1号 (2000年)79頁以下、詞・詰掲財
政法理論275頁以下。 
(39) ただし、 1996年12月26日設令 (96-1172号)1条において、一定の例外的措置が認
められている。さらに、 2001年 8月 18組識法律28条 2項後段では、会計年度の
最襲月(フランスでは12丹)に祷正予算法律が議決された場合には、その許容する
範盟で、出納整理期間に支出負担行為などもなしうるとされている。
同 さらに、 2001年 8月 18組織法律  9条 2項では、予算法揮の許容する範囲で、
後年度予算に基づく支出負担行為の前倒しが可能であるとされている。
制石垣久和『契約法j (1999年・大蔵討務協会)2-3頁、 59頁。経済牲に関する類 
f立の用語法として、松本・前提778頁。同書では、地方公共司体の契約事務の執行
につき、「公正をもって第一義として、機会均等の理念に最も適合し、かつ経済性
を確課しうるという観点jから、一殻競争入札が原賠となるとしている。なお、
同旨の学説として、碓井光明 f公共契約法精義j (2005年・信山社)8頁。
倒木村琢麿「フランスにおけるPFI型行政の動向」季刊行政管理研究110号 (2005年) 
56頁以下。少額契約の事tl外については、 2004年1月268致令による官公庁契約法
典28条工第 3項を参照。
同透明性につき、たとえば、公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律  3条 
1号を参賠。
担) 1990年代以降のフランスでは、少額契約に関して、相次いで法改正や運用の改
善がなされている。断片的な紹介として、木村・前掲千葉論集17巻 2号 3頁以下
をも参類。
同 フランス行設法における包話契約につき、木村・前掲行政管理研究110号60-62
頁を参照。
閥単価契約については、予決令部条  1項ただし書および98条が根拠とされるが、
概算契約については、現行法上、明文の規定詰なく、会計法22条の概算払の規定
を親拠として認められている。ただし、いずれについても、 i藍用の金設があるこ 
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とから、その適居範酉誌隈定的に解されている(香Jf1.龍掲会計法534-537頁、石
田・前掲16-18頁を参照〉。
制香川編・前掲会計法483-484頁。河旨、碓井・前掲209-210頁。
与7i) アメリカで辻、物品購入居の公用クレジットカード(パーチェスカーめによる
簡易講達に関する連邦調達規則(FederalAcquisition Regulation) 13. 000条以下に
おいて、その許容範菌につき、納品ないし投務の〈毅額(aggregate amount) }が
原尉的な基準とされており、フランス法と詞様の考え方が採用されているように
みえる。
側 さらに、財産管理における効率性は、いわゆる公物管理における効率性を拝う
ことにつき、木村・前掲千葉論集20巻4号100頁以下を参照。
掛財政法 9条 2項が財産管理に関する f注意的規定jで為るという記述として、
平井・前掲52夏、同じく f訓示規定jであるとするものとして、兵藤・詰揚44頁。
なお、地方自治法 2条14項について、松本・前提50頁は f準拠すべき指針jと
いう性格づけをしている。地方財政法4条 1項が「訓示規定」であるとする記述
として、田中・前掲下巻246真。
ちなみに、香川編・詩掲会計法13-14頁は、会許法が全体に「司I1令的性質」をも
っと述べるが、そこでの誤令的性質の意味'i1T政内部規定であることと同義であ
るように思われる。概して財政関係の法令の説明としては、訓示規定等の用語が、
必ずしも明確な意味で患いられていないという印象をうける。
側参照、木許・前掲自治研究79巻11号85頁w，下。
締類似の問題は、国定資産税における毘定資産評価基準においても生ずる。最高
裁によれば、課税標準となる適正な価格{地方税法341条 5号〉とは、相続税の場合
と詞じく「客観的な交換倍値Jを意味するとしたうえで、その基準として総務大
臣〈当時辻自治大臣〉が告示で定める酉走資産評留基準(河法388条 1項、 403条 1
項〉について、 f全国一律の統一的な評値基準による評舗によって、各市町村全体
の評錨の均衡を図り、評価に関号する者の調入差に基づく評髄の不均衡を解消す
るために、国定資産の錨格は評舗基準によって決定されることを要するものとす
る趣旨jであるという〈最判平成15・6・26民集57巻 6号723頁〉。ここでは相続税の
評額基本通達の場合と異なり、統一性や均質牲が島げられるにとどまり、効率性
の趣旨は掲げられていない。ただし、これは法律の趣旨解釈に関する説示であり、
本稿の分類でいえば、論議1-A(cHこ属するものといえる。
また、不動産取得税についてみると、固定資産課税台援に価格が登録されてい
る不動産に関しては、東尉としてその極格により不動産取得税の課税標準が決せ
られるとされており(地方税法73条の21第 1項本文)、この棋度は「再税における 
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不動産の評価の統ーと徴税事務の龍素化をはかる j趣旨であるとされている(最判
昭和51・3・26集民117号309頁〉。これも同じく諦論1-A(c)の類型であるが、鰐度
の趣旨として龍素北を明示的にあげていることが注 Bされる。
他方、租税法学の代表的な学説は、相続税の評髄基本通達については、続税者
間の公平の誰持、納税者および種税行設庁双方の便宜、徴税費の節減等の観点か
ら、これに基づく評舗を肯定しており(金子宏『程税法〔第10版Jj(2005年・弘文
堂)479頁)、実質的には行政上の効率性が考嘉されている。また、不動産車得税に
ついては、最高裁と同じように効率性の趣旨を掲げるが〈民592頁)、国定資産税に
おける固定資産評額基準については、特に効率性に言及していない〈毘513頁〉。
このように、祖税行政における資産評錨に関しては、学説・判備を通じて、効
率性(ないし簡素化)の趣旨が必ずしも一貫して明示されているわけではなく(たと
えば、相続財産評錨に関して、畠山武道=渡辺充『程税法〔薪版Jj(2000年・青林
書院)234頁)、また効率性が掲げられる場合にも、法律(ないし鰐震〉の趣雪解釈の
問題とされることがある一方で、一般家周ないし解釈原理として論じられること
もあり、その文脈は問ーではない。いずれにしても、効率性に関して、裁判実務
上、一定の配意がなされていることは否定しえないところであろう。
なお、租税における効率性や簡素化に関するー穀論として、金子・前掲89頁の
ほか、罰中二郎『租税法〔第 3版Jj(1990年・有斐龍)91頁を参照。前者は、原期
として公平性が効率性よりも震先されるべきであるという。法令上は、昭和63 
(1988)年の税制改革法(法律107号)3条において、租税の f公正jと f中立Jとと
もに「簡素jの原理が示されて以降、税制の簡素化が図られているが、これに前
後した論考として、水野忠恒「税制笥素化の方向Jジュワスト 715号 (1980年)92頁
以下、増井良啓「簡素は説制改革の目標語、」国家学会雑誌107巻 5・6号 (1994年) 
548頁以下、およびそれらの参考文献を参頭。なお、行政手続における効率性につ
き、塩野宏 F行致法 1(第 4版Jj(2005年・有斐関)261頁を参摂。
同 同判決は程税行政という財政上の問題に関する事部であることから、財政法 9
条の理念が反映させやすい場面であったという評価も可能であるが、 1T致全般に
妥当しうる考え方を含んでいる。
側 同判決は程説法令の解釈累理が問題になった事劉ともいえるが、もとよりく法
の一般原期〉と解釈原理とは重なり合うところが多い。実築、{云統的学説におい
ては、条理が不文法源であると同時に、解釈の標準とされていたところでおり〈美
護部達吉 f行政法序論主1948年・有斐笥)37-38頁、田中二部『行政法総論.1(1957 
年・有斐関)162頁)、現弐の学説においては、かかる条理が法の一般原則として位 
行f光部1頁、小早))34-35年・岩波書癌(1997置づけられている(兼子仁『行政法学.1
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設法・上j(1999年・弘文堂)142-143真、芝池義-r行政法総論講義〔第4寂議事
抜JH2006年・宥斐隠)12-13頁など〉。なお、原田尚彦『行設法要論〔全訂第 6鼠J 
(2006年・学陽書房)37-38頁は、もっぱら条理を解釈原理と捉えているようにみえ
る。
行政法の法語、として条理を認めるか否か、あるいは条理を重視するか否かは、
東京学派と京都学派の対比として、ひろく認識されているところであると思われ
るが、その実質的な靖結としては両者に大きな椙違はないというべきで島る。す
なわち、東京学派の美濃部達吉辻、成文法主義のもとでの法源のを憂先}I展{立として
は、成文法規、慣習法、条理法の顕であるのが原賠であるとし、条理法が成文法
規や慣曹法の空白を靖充するものにすぎないと述べているが、その一方で、成文
法が定められている場合にも、その解釈にあたっては、その文言のみならず積習
や条理に適合するように解釈する必要があり、時には成文法規の文言と違った解
釈が求められる、と説く(美濃部・前掲のほか、社会的正義に関する同 f日本国憲
法原論J(1952年・有斐関)9-10頁をも参顛)。この美濃部の立場からすると、現代
において、かりに効率性が一般的な条理として認められるならば、髄定法の解釈
に際して効率性を考毒することが可能にな号、また制定法を補完する一般原理と
しての効率性も認められることになろう。
これ仁対して、京都学派の往々木惣ーは、社会の法律意識を「潜在法たる行政
法jとして往置づけるものの、美濃部と違って法源であることは否定している O
ただし、佐々木も、制定法と慣習法のいずれもが存在しないときには、条理によ
る解決を許容しており、この場合の条理を f客観鵠の理虫たるのみjと性格づけ
ている。そのうえで、苛政法においては、実際上、条理が妥当する範囲が広範に
及んでいることも認めている(佐々木惣-r日本行政法論総論〔改版J1(1924年・
有斐障は0-41頁。片仮名は平仮名に改めている)。つづく渡辺宗太蕗は、往々木と
沼ぽ同様の趣旨の記述をしながら、条理の法源性を肯定している(渡還宗太郭 rs
本行政法・上主1936年・弘文堂)14頁〉。さらに織田高は、オーリウがフランス行
設法は「裁判官に荻って作られたる銭理法なり jと述べていることを紹介しつつ、
条理の法諒性を肯定している(議田高 fs本仔政法原理j(1935年・有斐陪)13頁)。
なお、ここにオーリウの言葉として引用された条理は、英米法との比較で用いら
れたく禽平(equite))である。 Cf.註auriou，Pr毛cisde droit administratif，10 
ed. 1921. p. 45. 
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